
 

 

 

 

公的統計の整備に関する基本的な計画

（案） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成30年３月６日 
 

 

 

 

 

 

  

別紙２ 



 
 
  



 
 

目  次 

 

はじめに ................................................................... 1 

第１ 施策展開に当たっての基本的な視点及び方針 ............................. 2 

１ ＥＢＰＭや統計ニーズへの的確な対応 ....................................... 3 

２ 国民経済計算・経済統計の改善を始めとする府省横断的な統計整備の推進 ......... 4 

３ 国際比較可能性や統計相互の整合性の確保・向上 ............................. 5 

４ ユーザー視点に立った統計データ等の利活用促進 ............................. 6 

５ 統計改善の推進に向けた基盤整備・強化 ..................................... 6 

第２ 公的統計の整備に関する事項 ........................................... 8 

１ 国民経済計算を軸とした横断的・体系的な経済統計の整備推進 ................. 8 

(1) 基礎統計の整備・改善及び国民経済計算の精度向上・充実 .................. 8 

ア より正確な景気判断に資する基礎統計改善及び国民経済計算の加工・推計手法

の改善等 .............................................................. 8 

イ 生産面を中心に見直した国民経済計算への整備 ........................... 9 

ウ 国際比較可能性の向上等 .............................................. 11 

(2) 経済構造統計を中心とした経済統計の体系的整備の推進等 ................. 11 

ア 経済構造統計を中心とした経済統計の体系的整備 ........................ 12 

イ サービス産業・企業関連統計の改善・整備 .............................. 13 

(3) 国民経済計算及び経済統計の改善に向けた基盤整備・連携強化 ............. 14 

ア 事業所母集団データベースの整備・利活用 .............................. 14 

イ 各種ガイドラインの整備・適用を通じた経済関連統計の改善 .............. 15 

２ 社会・経済情勢の変化を的確に捉える統計の整備 ............................ 15 

(1) 人口減少社会の実態をより的確に捉える統計の整備 ....................... 15 

(2) 教育や就業等の実態をより的確に捉える統計の整備 ....................... 16 

(3) 働き方の変化等をより的確に捉える統計の整備 ........................... 17 

(4) 農林水産関連施策の推進を図るための統計整備 ........................... 18 

(5) 環境・エネルギー関連施策の展開を図るための統計整備 ................... 19 

(6) 交通関連施策に必要な統計の改善 ....................................... 19 

(7) 不動産関連統計の改善・体系的整備 ..................................... 20 

(8) 観光施策の推進に必要な統計の改善・充実 ............................... 21 

３ グローバル化に対応した統計整備・国際協力等の推進 ........................ 21 

第３ 公的統計の整備に必要な事項 .......................................... 23 

１ 統計作成の効率化及び報告者の負担軽減 .................................... 23 

(1) 行政記録情報等及び民間企業等が保有するビッグデータ等の活用 ........... 23 

ア 行政記録情報等の活用 ................................................ 23 



 
 

イ 民間企業等が保有するビッグデータの活用 .............................. 24 

(2) オンライン調査の推進 ................................................. 25 

(3) 報告者の負担軽減・統計ニーズの把握 ................................... 25 

２ 統計の品質確保.......................................................... 27 

(1) 統計基準の整備及び統計間の比較可能性向上 ............................. 27 

ア 統計基準の整備 ...................................................... 27 

イ 統計間の比較可能性向上 .............................................. 27 

(2) 民間委託された統計調査の品質確保・向上 ............................... 28 

(3) 統計に共通する課題の研究・各府省等への支援 ........................... 28 

(4) 統計棚卸し・品質管理の推進等 ......................................... 29 

ア 統計棚卸し等 ........................................................ 29 

イ 品質管理の推進等 .................................................... 30 

３ 統計の利活用促進・環境改善 .............................................. 31 

(1) 調査票情報等の提供及び活用の推進 ..................................... 31 

(2) 政府統計共同利用システム等による統計データの共有・提供の推進 ......... 32 

(3) 統計リテラシーの向上 ................................................. 33 

(4) 報告者の理解の増進・公平感の確保 ..................................... 34 

(5) 大規模災害発生時等の備え ............................................. 35 

４ 統計リソースの確保・統計人材の育成 ...................................... 36 

(1) 統計リソースの計画的な確保及び再配分・最適配置等 ..................... 36 

ア 統計リソースの計画的な確保及び再配分・最適配置 ...................... 36 

イ 地方公共団体との連携・支援 .......................................... 37 

ウ 統計調査員の確保・育成・支援 ........................................ 38 

(2) 統計人材の確保・育成 ................................................. 39 

第４ 基本計画の推進 ...................................................... 41 

１ 施策の効果的かつ効率的な実施 ............................................ 41 

２ 各種法定計画等との整合性の確保及び的確な情報提供の推進 .................. 42 

 

別表 今後５年間に講ずる具体的施策 ........................................ 43 

 

 

 



1 

はじめに 

 
平成19年（2007年）に全面改正された統計法（平成19年法律第53号）に基づ

き、公的統計の整備に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、平成

21年（2009年）３月に初めて策定された「公的統計の整備に関する基本的な計

画」（以下「第Ⅰ期基本計画」という。）、さらに、第Ⅰ期基本計画を変更し、

平成26年（2014年）３月に平成26年度を始期とする新たな「公的統計の整備に

関する基本的な計画」（以下「第Ⅱ期基本計画」という。）を策定し、各種施

策の推進が図られてきた。一方、「統計改革の基本方針」（平成28年12月21日

経済財政諮問会議決定）では、経済統計の整備・改善に向けた喫緊の課題の解

決や、統計委員会・統計行政部門の強化を進めるため、基本計画を平成29年

（2017年）中に見直し、新たな統計整備方針を確立することとされた。この方

針を受けた「統計改革推進会議最終取りまとめ」（平成29年５月19日統計改革

推進会議決定）及び「経済財政運営と改革の基本方針2017」（平成29年６月９

日閣議決定）においても、ＧＤＰ統計を軸とした経済統計改善、証拠に基づく

政策立案（ＥＢＰＭ）推進体制の構築等の統計改革の推進が示されるなど、統

計をめぐる社会経済情勢は大きく変化している。 

このような状況の下、国民にとって合理的な意思決定を行うための基盤とな

る重要な情報である公的統計が、その役割を十分に果たすためには、統計法の

目的や理念を踏まえつつ、新たなニーズや社会経済情勢の変化にも留意しなが

ら、政府一体となって取組を進めることが必要である。 

このため、統計法第４条第６項の規定に基づき、統計をめぐる社会経済情勢

の変化を勘案し、統計委員会の審議を通じた公的統計の整備に関する施策の効

果に関する評価を踏まえ、おおむね５年ごとに変更することと規定されている

基本計画を１年前倒しで変更し、平成30年度（2018年度）を始期とする新たな

「公的統計の整備に関する基本的な計画」（本計画。以下「第Ⅲ期基本計画」

という。）をここに定める。今後、政府は、第Ⅲ期基本計画に盛り込まれた内

容を着実かつ計画的に推進する。 

なお、第Ⅲ期基本計画は、第Ⅱ期基本計画までの基本計画の本文及び別表形

式を踏襲し、本文に取組の経緯や必要性、今後の方向性、継続的な取組事項等

を、別表に今後５年間に講ずる具体的な措置・方策、担当府省等を記載してい

る。 
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第１ 施策展開に当たっての基本的な視点及び方針 

公的統計は、「証拠に基づく政策立案」（Evidence-Based Policy 

Making。以下「ＥＢＰＭ」という。）を支える基礎であり、行政における

政策評価、学術研究及び産業創造に積極的な貢献を果たすという役割が求

められている。 

第Ⅱ期基本計画においては、この要請に応え、経済や雇用動向等をより

適時・的確に捉える統計を作成・提供するため、①統計相互の整合性の確

保・向上、②国際比較可能性の確保・向上、③経済・社会の環境変化への

的確な対応、④正確かつ効率的な統計作成の推進及び⑤統計データのオー

プン化・統計作成過程の透明化の推進を施策展開に当たっての基本的な視

点と位置付け、これらの視点に重点を置いた各種の施策を推進することに

より、「公的統計の有用性の確保・向上」を目指すことを基本的な方針と

している。 

各府省では、これらの視点を踏まえ、①経済構造統計（基幹統計）を軸

とした産業関連統計に関する新たな枠組みの構築、②国民経済計算（基幹

統計）の2008ＳＮＡ（注1)への対応や、国際労働機関（ＩＬＯ）における就

業・失業等に関する国際基準の見直しへの対応、③「統計調査における売

上高等の集計に係る消費税の取扱いに関するガイドライン」（平成27年５

月19日各府省統計主管課長等会議申合せ）の作成、④統計調査におけるオ

ンライン調査の推進、⑤「公的統計の品質保証に関するガイドライン」

（平成22年３月31日各府省統計主管課長等会議申合せ）にプロセス保証（注

2）を導入する改正等、おおむね計画に沿った取組を進めているものの、公

的統計の作成及び提供を取り巻く環境は、統計調査の実施や統計リソース

（予算・人員）の確保等を含め、一層厳しさを増している。 

このような状況の中、「統計改革の基本方針」（平成28年12月21日経済

財政諮問会議決定。以下「基本方針」という。）においては、より正確な

景気判断のため、ＧＤＰ統計に用いられる基礎統計の改善やＧＤＰ統計の

加工・推計手法の改善等の具体的取組とともに、第Ⅱ期基本計画の前倒し

改定の方針が示されている。 

また、基本方針に基づいて開催された統計改革推進会議による「統計改

革推進会議最終取りまとめ」（平成29年５月19日統計改革推進会議決定。

以下「最終取りまとめ」という。）においては、ＥＢＰＭと統計の改革を

車の両輪として一体的に推進するため、その基盤となるユーザーの視点に

                                                  
（注1） 平成 20 年（2008 年）から 21 年（2009 年）にかけて国際連合統計委員会において採択された国

民経済計算に関する国際基準  

（注2） 統計調査の実施過程の効果的な管理に関する取組 
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立った統計システムの再構築と利活用促進、報告者負担の軽減と統計業

務・統計行政体制の見直し・業務効率化及び基盤強化を含む抜本的な統計

改革の方針が示されており、これらの改革方針の早急な具体化及び実行が

求められている。 

こうした社会経済情勢の変化や統計ニーズに応え、経済や雇用動向等を

より適時・的確に捉える統計を作成・提供するためには、第Ⅱ期基本計画

における施策展開に当たっての基本的な視点を、より一層重点化・明確化

することが必要となっている。また、基本的な視点は、第Ⅲ期基本計画に

掲げる取組全般の横断的な方針としての性格を併せ持つことにも留意が必

要である。 

このため、第Ⅲ期基本計画においては、統計委員会における司令塔機能

を強化しつつ、政府一体となって最終取りまとめ等に示された統計改革の

実現に取り組むとともに、統計法（平成19年法律第53号）における重要な

目的でもある「公的統計の有用性の確保・向上」に向け、以下の１～５の

視点に重点を置いた各種施策を推進するものとする。 

 

１ ＥＢＰＭや統計ニーズへの的確な対応 

官民データ活用推進基本法（平成28年法律第103号）に基づく「世界最

先端ＩＴ国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」（平成29年５月30

日閣議決定。以下「官民データ活用推進基本計画」という。）においては、

官民データ活用の推進に関する施策についての基本的な方針が定められ、

統計データ等を積極的に利活用して、ＥＢＰＭを推進する必要があるとさ

れている。 

このような状況の中、社会経済情勢の変化等に適切に対応した公的統計

の作成及び提供に当たっては、統計調査の企画、設計等において、外部の

声を把握し、それに対応することにより、報告者の負担軽減に配慮した改

善を図っていくことが求められている。 

このため、これまでも個別の調査ごとに行われてきた統計ニーズや、報

告者の声（提案）の把握を経常的かつ横断的に実施する仕組みを再構築し、

把握された提案への対応状況を統計委員会及び総務省においてフォローア

ップする。 

また、ＥＢＰＭの推進に当たっては、統計等データ（注3）の整備・改善が

必要不可欠なことから、統計委員会における定期的な統計の評価を通じた

「統計棚卸し」（仮称。以下同じ。）や統計委員会内に新たに設置される

「評価チーム」（仮称。以下同じ。）等による第三者評価に加え、各府省

                                                  
（注3） 統計、調査票情報等及び統計的な利活用を行うために用いられる行政記録情報 
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における統計の品質保証（Quality Assurance）の活動や「公的統計の品質

保証に関するガイドライン」の見直し等を通じ、統計ニーズを可能な限り

反映した統計の作成・提供を進める。 

    

２ 国民経済計算・経済統計の改善を始めとする府省横断的な統計整備の推進 

国民経済計算は、より正確な景気動向の把握はもとより、経済状況のふ

かんや国際比較といった観点からも極めて重要な指標であり、同時に、各

種経済統計を横断的・体系的に整備するための基本的な概念や枠組みを提

供する役割を有している。 

このような国民経済計算について、最終取りまとめにおいて、精度向上

を図るため、その基礎となる経済統計を横断的・体系的に整備するという、

第Ⅱ期基本計画よりも踏み込んだ考え方が示されており、この新たな考え

方の下で、統計委員会を中心に、関係府省が一体となってその具体化を図

ることが重要となっている。 

このため、国民経済計算について、５年ごとに経済構造を詳細に把握し

て推計する基準年における推計及びその補間年・延長年における推計にお

いて、供給・使用表（Supply and Use Tables。以下「ＳＵＴ」という。）

体系へ移行することを目指し、この移行に向けた検討と準備を関係府省が

一体となって推進し、その精度向上を図る。 

このＳＵＴ体系への移行に向けては、ビジネスサーベイ（仮称。以下同

じ。）の枠組み（注4）の下で、報告者負担の抑制にも留意しつつ、サービス

産業に係る統計調査の統合、商業統計調査（基幹統計調査）及び工業統計

調査（基幹統計調査）の改善等を一体的に実施する。これに伴い、事業所

母集団データベースに収集したデータにより、経済センサス‐活動調査

（基幹統計調査）の中間年における経済構造統計の作成・提供を開始する

とともに、統計調査による把握が困難な業種については、行政記録情報等

の活用を積極的に検討する。 

また、建設、不動産、医療、介護及び教育の５分野に代表される、上記

取組によっては解決できない個別分野の問題解決に取り組み、段階的な改

善を図る。 

さらに、関係府省が連携して、関連する経済統計や企業を対象とする統

計調査の在り方の検討や、行政記録情報等・ビッグデータ（注5）を含む民間

データの活用に関する研究を実施する。 

                                                  
（注4） 統合・拡充したサービス産業関連統計調査、年次化した商業統計調査、工業統計調査等により

構成される国民経済計算の推計等に必要な項目を産業横断的に把握するための新たな枠組み 

（注5） ＩＣＴの進展により生成・収集・蓄積等が可能・容易になる多種多量の民間企業が保有するデ

ータ 
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３ 国際比較可能性や統計相互の整合性の確保・向上 

グローバル化の進展は、資本や労働力などの経済活動にとどまらず、情

報や文化などの社会の様々な面に影響を及ぼしており、施策上のニーズに

応じて、その実態を的確に捉えることに加え、国際基準への寄与などを通

じ、統計に関する国際比較可能性を向上させることが重要となっている。

また、統計基準等の設定や見直しを適時・的確に行うことにより、統計相

互の整合性・比較可能性の確保・向上を図ることは、統計の有用性の向上

を目指す上でも重要であり、統計委員会を中心に、府省一体となった取組

の強化が必要である。 

このため、国際通貨基金（ＩＭＦ）が設定する「特別データ公表基準

（以下「ＳＤＤＳ」という。）プラス（注6）」について、未対応の項目の公

表を目指すとともに、国際連合が掲げる「持続可能な開発目標」

（Sustainable Development Goals。以下「ＳＤＧｓ」という。）のグロー

バル指標の対応拡大に取り組む。 

また、男女の置かれている状況を客観的に把握するための統計（ジェン

ダー統計）については、国際連合統計部が「ジェンダー統計作成マニュア

ル」において、各種統計の作成過程でジェンダーに関する視点を取り込む

ことの重要性を指摘している。国内においても、「第４次男女共同参画基

本計画」（平成27年12月25日閣議決定）、「持続可能な開発目標（ＳＤＧ

ｓ）実施指針」（平成28年12月22日ＳＤＧｓ推進本部決定。以下「ＳＤＧ

ｓ実施指針」という。）において、ジェンダー統計の充実の観点から性別

データの把握等に努めることが求められている。これらの施策上のニーズ

を踏まえ、可能な限り性別ごとのデータを把握し、年齢別・都道府県別に

も把握・分析に資する統計の作成・提供を推進する。 

さらに、障害者統計については、平成29年度（2017年度）中に閣議決定

を予定している第４次障害者基本計画に、その充実を図ることを盛り込む

べく検討が進められている。また、障害者の権利に関する条約（平成26年

条約第１号）第31条は、締約国に統計資料等の収集を求めており、同条約

の第１回日本政府報告では、データ・統計の充実を課題として掲げ、改善

に努める旨を記載している。これらの施策上のニーズ等を踏まえ、障害者

統計の充実を図る。 

あわせて、ＳＵＴ体系への移行に向けた日本標準産業分類（平成25年総

                                                  
（注6） ＳＤＤＳ（Special Data Dissemination Standard）プラスとは、ＩＭＦが定める経済・金融デ

ータに関するデータをタイムリーに公表するための最高水準の公表基準である。我が国では、参

加条件である金融健全性指標や債務証券など５項目の公表に対応し、平成 28 年（2016 年）４月

に参加したが、移行期間である５年以内に、現時点で対応未了となっているその他の項目につい

ても、過去５年分のデータを指定された形式で公表し、完全履行を達成する必要がある。 
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務省告示第405号）の必要な改定や生産物分類の構築など統計基準の整備に

取り組むほか、地域区分等の表章区分の標準化を図るなど、統計相互の整

合性の向上を図る。 

 

４ ユーザー視点に立った統計データ等の利活用促進 

社会全体における統計データの利活用推進を図るためには、情報通信技

術（以下「ＩＣＴ」という。）の進展に合わせて、利活用基盤の整備・強

化を図るとともに、統計データを利活用可能な形で提供することが重要で

ある。また、調査票情報等の提供及び活用（注7）は、調査実施者やデータ保

有者等が想定していなかったニーズへの対応を可能とするなど、既存のデ

ータの有効活用を図る取組であることにも留意が必要である。 

このため、政府統計の総合窓口（以下「ｅ－Ｓｔａｔ」という。）の利

便性の向上を図るため、ｅ－Ｓｔａｔへの登録データの拡大を進めるとと

もに、ユーザーのニーズを踏まえた機能強化を推進する。 

また、調査票情報等の提供及び活用を推進するため、オンサイト利用に

ついて、利用拠点や利用可能なデータの段階的拡充に取り組むとともに、

提供及び活用に関するワンストップサービス（一元的な申出受付・提供等）

の構築を図る。あわせて、オンサイト利用を中心に、利用環境等のセキュ

リティレベルに応じた調査票情報等の提供の在り方について検討する。 

さらに、オーダーメード集計や匿名データの提供については、ユーザー

のニーズを考慮し、提供内容の充実を図る。 

 

５ 統計改善の推進に向けた基盤整備・強化 

国民経済計算を軸とした経済統計の改善等の府省横断的な統計整備を始

めとする第Ⅲ期基本計画に掲げる課題の実現を図るためには、取組に必要

なリソースを確保する一方で、既存リソースを再配分・最適配置すること

も重要となる。また、統計委員会を中心として府省間の連携を一層強化す

ることが欠かせない。 

このため、統計委員会を中心に、国民経済計算を軸とした経済統計の改

善や、ユーザーの視点に立った統計システムの再構築と利活用促進などの

実現に必要となる統計リソースを計画的に確保する。また、ＥＢＰＭの実

践や推進、統計の作成・提供等に携わる人材層の総合的な構築のために必

要なリソースを確保するため、「ＥＢＰＭを推進するための人材の確保・

                                                  
（注7） 統計法第３章に規定する①調査票情報の二次利用（第 32 条）、②調査票情報の提供（第 33

条）、③オーダーメード集計（第 34 条）及び④匿名データの作成及び提供（第 35 条及び第 36

条）の総称 
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育成等に関する方針」（仮称。以下同じ。）に基づき、若手研究者等外部

人材の活用のための国の統計部門の組織・人事運営上の課題の改善、地方

公共団体との人事交流、統計研修の充実・強化を図る。さらに、地方公共

団体を経由する統計調査の精査や、統計調査員への支援などを通じて地方

公共団体の業務量の軽減等に引き続き取り組むとともに、地域の実情に応

じた調査手法・審査手法の見直しや高度化等を促進するために必要な支援

を行う。 

また、統計委員会に新たに統計棚卸チームを設け、民間部門の業務改革

で活用されているＢＰＲ（注8）手法も活用し、統計棚卸しを実施するととも

に、第Ⅲ期基本計画に基づく様々な取組を推進することにより、政府とし

て統計に関する官民コスト（統計の調査実施者及び作成者、報告者、ユー

ザーの作業等に要する時間コストの合計）を３年間で２割削減する。 

さらに、連携強化の基盤として、各府省内又は政府全体の統計を取りま

とめる事務責任者を、統計委員会の下に置く幹事（仮称。以下同じ。）と

して任命し、幹事が統計委員会と各府省との間の緊密な調整等を行う体制

を整備する。各府省の幹事は、自府省の統計部門の総括責任者として統計

委員会に参画するとともに、自府省の各部局に対して必要な連絡・調整や

指導等を行うことが必要である。 

  

                                                  
（注8） ＢＰＲ（Business Process Reengineering）とは、現在の業務プロセスを詳細に調査・分解

し、国民サービスの質の向上や人的リソースの活用等の面からどのような問題点があるかを徹底

的に分析して、本質的な課題を発見し、適切な効果指標の設定にも留意しつつ、その改善を通じ

て、業務プロセスそのものの再構築を図ることをいう。（「国の行政の業務改革に関する取組方

針（平成 28 年８月２日総務大臣決定）」による。） 
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第２ 公的統計の整備に関する事項 

１ 国民経済計算を軸とした横断的・体系的な経済統計の整備推進 

国民経済計算は、国際基準にのっとり、一国全体の経済の動向をフロー

及びストックの両面から包括的かつ整合的に記録するものである。より正

確な景気動向の把握はもとより、経済状況のふかんや国際比較といった観

点からも極めて重要な指標であり、同時に、各種経済統計を横断的・体系

的に整備するための基本的な概念や枠組みを提供するという役割を有して

いる。 

このような考え方は、第Ⅰ期基本計画において明示され、第Ⅱ期基本計

画においても引き継がれているものの、いずれにおいても「国民経済計算

と一次統計との連携の必要性」、「両者が連携することが必要」という整

理にとどまっていた。 

しかしながら、最終取りまとめにおいて、国民経済計算を軸として経済

統計の改善を図る、すなわち、国民経済計算の精度向上を図るため、その

基礎となる経済統計を横断的・体系的に整備するという更に踏み込んだ考

え方が示された。 

この新たな考え方の下、我が国では、国民経済計算の基盤となる産業連

関表（基幹統計）をＳＵＴ体系へ移行するとともに、当該体系の下に作成

される「基準年ＳＵＴ」から国民経済計算を直接推計する形に変革すると

いう大改革を推進する。その大改革の到達地点である「新たな推計体系」

の下では、国民経済計算とその推計に利用する基礎情報との対応関係が一

層明確になり、関連経済統計の更なる体系的整備も可能となる。 

 

(1) 基礎統計の整備・改善及び国民経済計算の精度向上・充実 

この抜本的な改革を進める上では、統計委員会を中心に、国民経済計

算自体の加工・推計方法の改善と、経済統計の整備・改善とを一体とし

て行うことが不可欠であり、以下の取組を重点的に実施する。 

 

ア より正確な景気判断に資する基礎統計改善及び国民経済計算の加

工・推計手法の改善等 

(ｱ) より正確な景気判断に資する経済統計の整備・改善に当たっては、

四半期別ＧＤＰ速報（以下「ＱＥ」という。）を始めとした国民経

済計算の四半期推計の精度向上を図る観点から、経済産業省生産動

態統計（基幹統計）、サービス産業動向調査（月次調査部分）、家

計統計（基幹統計）、法人企業統計（基幹統計）、建設総合統計、

消費者物価指数、毎月勤労統計（基幹統計）など、国民経済計算の
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四半期推計に用いられる統計・統計調査を中心に、月次・四半期の

基礎統計を改善する。なお、その際、国民経済計算と加工統計を含

むその基礎統計の遡及期間との整合性や、報告者負担の抑制につい

ても十分に留意する。 

(ｲ) 国民経済計算におけるＱＥの１次速報と２次速報との改定幅を縮

小していくことが求められている。このため、四半期別法人企業統

計調査をＱＥの１次速報に利用可能となるよう一部早期化する可能

性について、経済界の協力を得つつ関係府省が一体となって検討す

る。あわせて、ＱＥと年次推計との改定幅の縮小に向け、ＱＥ推計

から年次推計に至るそれぞれの段階で利用される基礎統計における

データの差異を縮小するため、主に経済産業省生産動態統計調査、

サービス産業動向調査（月次調査部分）について、所管する関係府

省が一体となって改善策を検討する。さらに、これらを含む基礎統

計の改善を踏まえつつ、四半期推計における需要側統計と供給側統

計の統合比率の見直しを含め、国民経済計算の加工・推計手法の改

善を不断に推進する。 

(ｳ) 生産面・分配面の四半期速報を参考系列として公表することにつ

いては、第Ⅱ期基本計画において、平成23年基準改定後できるだけ

速やかな対応が求められており、その実現に向けた具体的な方法を

精査し、早期に結論を得る。 

(ｴ) 以上の取組に加え、実質値の精度向上を図る観点から、現行推計

では必ずしも十分に対応できていない医療・介護及び教育の質の変

化を反映した価格の把握手法等について、包括的な研究を推進する

とともに、市場取引価格ベースによる建設や小売サービス（マージ

ン）の価格の把握について、研究とその活用等に向けた実証的な検

討等を進める。 

 

イ 生産面を中心に見直した国民経済計算への整備 

(ｱ) 国民経済計算の年次推計は、おおむね５年ごとの「基準年推計」

と基準年の推計値を元に各年で補間・延長する「補間年・延長年推

計」（以下「中間年推計」という。）とに分けられる。このうち、

基準年推計は、経済構造を詳細に反映するため、経済センサス‐活

動調査の結果を用いておおむね５年ごとに作成される産業連関表を

基礎としている。この産業連関表について、国際的な主流であるＳ

ＵＴ体系に移行し、基準年ＳＵＴを直接作成していく。これにより、

国民経済計算の基準年推計において、生産側ＧＤＰ（産業別付加価
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値）の直接推計が可能となるため、その投入構造の把握がより正確

になる。 

また、中間年推計においても、基準年ＳＵＴを直接補間・延長し

て年次で作成される「中間年ＳＵＴ」を推計することにより、基準

年に直接把握した投入構造を整合的に反映した生産側ＧＤＰが得ら

れる。 

この新たな推計体系への完全移行は、平成42年度（2030年度）を

最終年度とする長期プロジェクト（注9）であるため、計画的かつ着実

に、関連する検討・検証作業を推進していくことが不可欠である。

第Ⅲ期基本計画期間中は、一定の客観的なルールに基づき基準年Ｓ

ＵＴ及び産業連関表の基本構成を早期に固めることや、基準年ＳＵ

Ｔと中間年ＳＵＴを可能な限り同様の概念に基づく「シームレス」

な設計とすることなどの大枠の課題、さらに生産物分類の整備等に

ついて、理論及び実務の両面から検討を進め、次の段階へと確実に

つなげる。 

(ｲ) 後述(2) のとおり、中間年ＳＵＴの精度向上の観点等から、サー

ビス関連統計調査の統合・拡充や商業統計調査の年次化等を中心と

したビジネスサーベイの枠組みの創設や、それら以外の業種別統計

調査等に係る整備・改善も計画されている。こうした基礎統計を利

用した中間年ＳＵＴを適切に反映する形で、国民経済計算における

中間年推計の一層の精度向上を図ることが不可欠である。 

(ｳ) 建設、不動産、医療、介護及び教育の５分野に代表される、上述

の新たな推計体系への移行やビジネスサーベイの枠組みの創設等に

よっては解決できない個別分野の課題解決も重要である。建設・不

動産分野では、工事実施額、工事進捗パターン、補修工事、一部の

不動産の仲介手数料・販売マージンなどに改善の余地がある。同様

に、医療・介護分野では、中間年推計に必要となるデータの一部が

得られていない。また、教育分野では、中間投入構造の把握が不十

分である。これら課題の解決は、国民経済計算におけるＧＤＰの改

定幅の縮小や、より精度の高い計数の把握の観点からも重要である。

このため、これらの５分野に関しては、主管府省が中心となって、

                                                  
（注9） 主なスケジュールは、平成 32 年（2020 年）産業連関表（平成 36 年度（2024 年度）公表予定）

ではサービス分野を対象に、平成 37 年（2025 年）産業連関表（平成 41 年度（2029 年度）公表予

定）では全産業を対象にＳＵＴ体系に移行することとしている。さらに、これを踏まえ、平成 42

年（2030 年）に予定される国民経済計算の基準改定において、全産業の直接推計による基準年Ｓ

ＵＴ・中間年ＳＵＴの構築に取り組むこととしている。詳細は、最終取りまとめ参考資料 P.5

「生産面を中心に見直したＧＤＰ統計への整備スケジュール」を参照

（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/toukeikaikaku/pdf/saishu_sankou.pdf） 
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具体的な課題を特定した上で、推計手法の改善や基礎統計の整備な

どの検討を順次進め、段階的に改善を図る。 

 

ウ 国際比較可能性の向上等 

(ｱ) 国民経済計算及び産業連関表の国際比較可能性を一層向上させる

観点から、国民経済計算の次回基準改定において、最新の国際基準

である2008ＳＮＡに準拠し、映画、音楽などの娯楽・文学・芸術作

品の原本の総固定資本形成としての計上を目指す。また、平成27年

産業連関表において、自社開発ソフトウェアや研究開発を総固定資

本形成として計上することを検討する。さらに、国民経済計算にお

けるリースの区分についても、国際基準と整合的となるよう、基礎

統計の整備状況を踏まえ、推計方法を検討する。 

(ｲ) 国民経済計算の新しい国際基準策定プロセスへの関与を強化する

ため、国際的な議論への積極的な参画を図る。具体的には、国際的

な動向を踏まえつつ、これまで把握することが困難であった新分野

の取り込みなどについて理論的・実務的な研究を推進し、国際会議

において積極的に意見を表明する。 

 
(2) 経済構造統計を中心とした経済統計の体系的整備の推進等 

経済構造統計は、第Ⅰ期基本計画において、全産業分野の経済活動を

同一時点で網羅的に把握することを通じて、国民経済計算を始めとした

諸統計の精度を向上させ、国民の様々な意思決定や政策決定に有用な情

報を提供する重要な統計と位置付けられた。また、経済構造統計を作成

するため、「経済センサスの枠組みについて」（平成18年３月31日経済

センサス（仮称）の創設に関する検討会）に基づき、関連統計調査の廃

止・中止・統合を進め、関係府省の協力も得て、平成21年度（2009年度）

に経済センサス‐基礎調査（総務省所管。基幹統計調査）を、23年度

（2011年度）に経済センサス‐活動調査（総務省と経済産業省の共管）

を、それぞれ創設・実施することとした。 

第Ⅰ期基本計画では、国民経済計算の精度向上を図る観点も踏まえ、

経済構造統計と密接に関係する主要な産業関連統計との関係、調査事項

の在り方等を改めて検討するとの課題が盛り込まれたものの、その検討

途上において、経済構造統計を取り巻く環境が大きく変化したこともあ

り、検討すべき課題の再整理が必要となった。 

以上のような経緯から、第Ⅱ期基本計画においては、「経済構造統計

を中心とした新たな枠組み」の検討や、国内総生産に占める割合が約７
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割で推移しているサービス産業を中心とした「第３次産業」の動向をよ

り正確に把握する統計整備などの諸課題の解決に向け、関係府省が一体

となって取り組むことが盛り込まれ、平成29年（2017年）３月にその検

討結果が取りまとめられた。なお、その一部は、基本方針や最終取りま

とめにも反映されている。 

このため、関係府省は、今後、この検討結果を基に統計ニーズや社会

経済情勢の変化等を踏まえつつ、一体となって以下の取組を推進し、統

計改革の実現を目指す必要がある。 

 

ア 経済構造統計を中心とした経済統計の体系的整備 

(ｱ) 経済構造統計の「基準年」については、経済センサス‐活動調査

において、全ての事業所・企業等を対象に、同一時点で網羅的にそ

の活動を把握し、その結果から全国及び地域別の経済構造を明らか

にした統計を５年ごとに作成・提供する。また、報告者の負担軽減、

実査の現状等にも留意しつつ、ＫＡＵ（Kind of Activity Unit）概

念の導入の適否を含めた調査単位の在り方や、アクティビティベー

スでの事業活動の把握可能性等について、関係府省が一体となって

検討する。 

なお、平成33年（2021年）以降における経済センサス‐活動調査

の実施に当たっては、前述(1)のＳＵＴ体系への移行との整合性や、

報告者の負担軽減及び実査を担う地方公共団体の業務負担の抑制に

も留意する。 

(ｲ) 経済センサス‐活動調査の中間年における経済構造統計（以下

「中間年経済構造統計」という。）について、関係府省は、関連す

る基幹統計調査を再編した上で、経済構造統計における母集団情報

の整備・提供という従来の目的・役割に加え、新たに基準年からの

構造の変化を含めた中間年の実態を把握・提供する。 

具体的には、特定サービス産業実態調査（基幹統計調査）、サー

ビス産業動向調査（拡大調査部分）及び商業統計調査を発展的に統

合して、平成31年度（2019年度）から実施することを予定している

経済構造実態調査（注10）（仮称。以下同じ。）を中心に、これと同

時・一体的に実施する工業統計調査や、プロファイリング活動及び

ローリング調査（注11）に移行することが計画されている経済センサス

‐基礎調査など、事業所母集団データベースに格納される統計調査

                                                  
（注10） 総務省と経済産業省の共管調査（結果集計は、独立行政法人統計センターが実施予定） 

（注11） 全国の事業所の開業・廃業状況等を順次調査する手法 
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の結果・行政記録情報等も活用し、産業横断的な統計を32年度

（2020年度）からの中間年の各年に作成・提供する。また、企業を

対象とした統計調査の結果を活用し、地域別（事業所別）の付加価

値等の推計手法の検討に取り組む。 

なお、この中間年経済構造統計の整備に当たっては、報告者の負

担軽減に努めつつ、内閣府と連携し、前述(1)のビジネスサーベイの

枠組みを通じた中間年ＳＵＴの精度向上や、基準年経済構造統計と

の整合性にも留意する。 

(ｳ) 中間年経済構造統計については、その有用性の向上や中間年ＳＵ

Ｔの精度向上に資するため、報告者の負担軽減や統合後の調査の実

施状況にも留意しつつ、その充実を図ることが重要である。具体的

には、経済構造実態調査が同時・一体的に実施する予定の工業統計

調査等を包摂することに向けた検討や、事業所母集団データベース

に格納される建設工事施工統計調査（基幹統計調査）結果等におけ

る収録事項の定義の統一・共通的に把握すべき調査事項を設定した

上で、同データベースを集計したデータ活用を検討する。 

 

イ サービス産業・企業関連統計の改善・整備 

(ｱ) サービス産業に関わる統計整備を推進するためには、サービス産

業の構造を明らかにする上で重要な付加価値等をサービス産業全体

で把握することが重要である。 

このため、総務省及び経済産業省は、平成31年度（2019年度）か

ら実施する予定の経済構造実態調査の企画に当たって、国民経済計

算の精度向上や報告者負担の抑制にも留意しつつ、内閣府とも連携

し、より的確な付加価値の把握や基幹統計調査とすることを目指す。

また、経済構造実態調査については、平成33年（2021年）経済セン

サス‐活動調査や中間年ＳＵＴの検討動向を踏まえつつ、調査事項

等の見直しを実施する。 

(ｲ) 総務省及び経済産業省は、ＱＥの精度向上や第３次産業活動指数

の更なる有用性の向上を図る観点から、サービス産業動向調査（月

次調査部分）及び特定サービス産業動態統計調査の整理・統合に向

け、遅くとも平成34年（2022年）末までに結論を得る。 

(ｳ) 平成31年度（2019年度）から実施予定の経済構造実態調査につい

ては、費用項目を把握する必要があることから、一部事業所も対象

に実施されるものの、主として企業を対象とした統計調査として実

施されることが想定される。 
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このため、関係府省は、報告者負担の抑制を図る観点から、経済

構造実態調査と、産業横断的に企業の活動実態を把握する経済産業

省企業活動基本調査（基幹統計調査）及び法人企業統計調査（基幹

統計調査）並びに業種別に企業の活動実態を把握する建設工事施工

統計調査、情報通信業基本調査、中小企業実態基本調査等との役割

分担、重複是正等を検討する。 

また、関係府省は、企業活動の変化をより的確に把握・提供する

観点から、第１段階として、事業所母集団データベースに格納され

る企業対象の統計調査結果における収録事項の定義の統一・共通的

に把握すべき調査事項の設定を図った上で、同データベースを活用

した企業統計の提供を推進するとともに、第２段階として、大規模

企業の活動実態を横断的に把握する統計の整備を検討する。 

 

(3) 国民経済計算及び経済統計の改善に向けた基盤整備・連携強化 

関係府省は、前述(1)及び(2)の国民経済計算体系を軸とした横断的・

体系的な経済統計の整備を図るため、一体となって、その基盤となる以

下の取組を推進する。 

 

ア 事業所母集団データベースの整備・利活用 

統計法第27条第１項の規定に基づき、基幹統計調査又は一般統計調

査に係る調査票情報の利用、法人その他の団体に対する照会等により

整備された事業所母集団データベースは、事業所・企業等を対象とす

る各府省の統計調査において、母集団情報として活用されており、報

告者負担の軽減や効率的な統計作成に重要な役割を担っていることに

加え、前記(2)の中間年経済構造統計及び企業統計の作成・提供におい

ても中核的な機能を果たすことが期待されている。 

このため、総務省は、名簿情報の整備を目的とする経済センサス‐

基礎調査について、５年に一度、事業所・企業等の所在等を把握する

調査手法から、平成31年度（2019年度）からのプロファイリング活動

及びローリング調査への移行や、公営事業所の把握の充実を進める。 

総務省は、関係府省とも連携し、この事業所母集団データベースの

整備・充実に当たり、法人番号の把握・活用を推進するとともに、法

人番号の通知状況等を含めた新たな行政記録情報等や民間データの活

用に加え、行政記録情報等やローリング調査の確認結果を活用するな

どして、法人企業統計の母集団名簿の企業数とのかい離解消に取り組

む。 
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さらに、総務省は、関係府省と連携して事業所母集団データベース

の有用性を高めるための方策等を検討するとともに、経済統計のカバ

レッジの拡大に寄与するため、専従の役員・労働者等が存在しない法

人等を含めた法人・事業所等の母集団情報の提供・活用に取り組む。 

また、各府省は、事業所・企業等を対象とした統計調査については、

個々の調査の特性を考慮しつつ、事業所母集団データベースの最新情

報を使用することを原則とする。 

 

イ 各種ガイドラインの整備・適用を通じた経済関連統計の改善 

統計利用者の利便性の向上、また、事業所母集団データベースを活

用した中間年経済構造統計や企業統計の提供に当たっては、事業所・

企業対象の統計調査における定義の統一等が重要となっている。 

このため、第Ⅱ期基本計画に基づいて策定された「統計調査におけ

る売上高等の集計に係る消費税の取扱いに関するガイドライン」につ

いて、平成31年（2019年）10月に予定されている消費税率の10％への

引き上げや軽減税率の導入などの社会経済情勢の変化等を踏まえつつ、

その適用の拡大に取り組む。さらに、関係府省は、一次統計調査にお

ける税抜額記入への統一の可否等の検討などを連携して推進する。 

また、「統計調査における労働者の区分等に関するガイドライン」

（平成27年５月19日各府省統計主管課長等会議申合せ）について、実

査可能性に関する検証結果等を踏まえつつ、その改定や適用の拡大に

取り組む。 

 

２ 社会・経済情勢の変化を的確に捉える統計の整備 

我が国では、本格的な人口減少社会を迎えるとともに、厳しい財政事情

の中、社会経済情勢の様々な変化を的確かつ迅速に捉えた統計を整備し、

各種施策の立案や効果検証に活用することが重要となっている。また、こ

うした統計の整備・改善に当たっては、報告者の負担軽減や効率的な統計

作成に加え、前述１の体系的な整備という観点にも留意する必要がある。 

このため、担当府省を中心に、関連する府省の協力を得て、以下の取組

を重点的に実施する。 

 

 

(1) 人口減少社会の実態をより的確に捉える統計の整備 

我が国の人口は、戦後一貫して増加傾向にあったが、平成17年（2005

年）には戦後初めての減少となり、その後、20年（2008年）をピークに



16 

減少に転じ、23年（2011年）以降は一貫して減少を続けており、本格的

な人口減少社会を迎えている。また、生産年齢人口割合（15～64歳人口

の総人口に占める割合）は平成４年（1992年）をピークに低下を続けて

いるのに対し、高齢化率（65歳以上人口の総人口に占める割合）は一貫

して上昇が続いており、25年（2013年）には25.1％と４人に１人を上回

るなど少子高齢化が進んでいる。こうした人口減少は、我が国経済に影

響を与える可能性がある。すなわち、少子高齢化による生産年齢人口の

減少は、労働投入の減少につながり、医療・介護サービスなど一部の分

野で国内需要を拡大させる一方、多くの分野で国内需要の縮小要因とな

るばかりか、地域社会や都市機能の維持にも影響を及ぼすものと考えら

れる。 

このような状況の中、人口やそれを取り巻く社会の構造変化等をより

的確に把握する上で、国勢調査（基幹統計調査）及び国民生活基礎調査

（基幹統計調査）の重要性はますます高まっている。このため、両調査

については、これまで実施してきた取組に加え、地方公共団体における

業務負担の軽減にも留意しつつ、調査方法等の更なる改善・効率化や、

広報・情報提供の充実等を推進する。 

また、人口動態調査（基幹統計調査）についても、集計の充実等に取

り組んでいるところ、地域の特性に応じた地方別集計の充実を求めるニ

ーズに対応し、外国人が一定規模以上居住する市区町村における集計可

能性に関する検討を推進するとともに、調査票情報の更なる提供拡充や

オンライン報告システムの充実等に取り組む。 

 

(2) 教育や就業等の実態をより的確に捉える統計の整備 

人口減少・少子高齢化を迎える中、「経済財政運営と改革の基本方針

2017」（平成29年６月９日閣議決定。以下「骨太2017」という。）にお

いては、一億総活躍社会を実現する際、教育が果たすべき役割は極めて

大きいものと位置付けられ、①人材投資の抜本強化、②教育の質の向上

等及び③リカレント教育等の充実に関する施策が掲げられている。 

また、中央教育審議会においては、①人口減少・高齢化の進展、②急

速な技術革新、③グローバル化の進展と国際的な地位の低下、④子供の

貧困など社会経済的な課題等を踏まえ、「教育振興基本計画」（平成25

年６月14日閣議決定）の改定作業が進められており、あわせて目標の進

捗状況を把握するための指標の設定が検討されている。 

このような状況の中、学校関連統計の基盤と位置付けられる学校基本

調査（基幹統計調査）については、施策上のニーズを踏まえた調査事項
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の改善や情報提供の充実等が求められていることから、①より詳細な分

析に向けた調査事項の充実・見直し、②関連統計調査との調査事項の重

複是正による負担軽減、③卒業生の就職状況のより的確な把握等につい

て実施するとともに、調査項目の追加等があった場合に柔軟に改修可能

な調査統計システムへの変更を検討する。 

また、統計調査や行政記録情報等を活用して、世帯の収支状況と進

学・就職状況との関係を把握・分析することも重要である。その一環と

して、21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）については、施策上の

ニーズを踏まえて調査事項を検討するとともに、報告者規模の維持、代

表性の検証、回答精度の向上等に努める。 

さらに、学校保健統計調査（基幹統計調査）については、報告者の負

担抑制にも留意しつつ、基幹統計としての更なる有用性の向上を図るた

め、利活用の実態及び統計ニーズを踏まえて調査方法、標本設計や統計

作成の対象とする調査項目を精査するとともに、データの収集・保管等

を含めた調査計画全般の改善を検討する。なお、検討に際しては、調査

票情報等の提供にも留意する。 

また、社会教育調査（基幹統計調査）及び児童生徒の問題行動・不登

校等生徒指導上の諸課題に関する調査についても、調査負担に対する関

係者の理解を得つつ、継続的な改善に取り組む。 

   

(3) 働き方の変化等をより的確に捉える統計の整備 

少子高齢化により生産年齢人口が減少する中、骨太2017においては、

「働き方改革実行計画」（平成29年３月28日働き方改革実現会議決定）

に従って、①同一労働同一賃金など非正規雇用の処遇改善、②長時間労

働の是正、③柔軟な働き方がしやすい環境整備、④病気の治療、子育

て・介護等と仕事の両立、障害者就労の推進、⑤外国人材の受入れ等の

施策を府省の枠を超えて推進することが求められている。 

このような状況の中、労働関連統計については、国際基準に対応した

新たな指標の作成・提供や、調査事項の見直し等に努めているものの、

働き方改革の推進や評価等を行う上で、重要性がますます高まっており、

調査事項を一層的確なものとするための改善や提供情報の充実等に関係

府省が一体となって取り組むことが重要である。 

このため、世帯を対象とする主要な月次の動態統計を作成するための

調査である労働力調査（基幹統計調査）については、「従業上の地位」

に係る選択肢の変更に伴う時系列比較に当たり留意すべき点や、未活用

労働に関する各指標等の情報提供の充実に向けた取組を推進するととも
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に、統計利用者の更なる利便性の向上に資する観点から、事業所を対象

とする主要な月次の動態統計を作成するための調査である毎月勤労統計

調査（基幹統計調査）と連携し、集計表における労働者区分や用語の対

応関係等を明確にするなど、情報提供に関する方法の工夫や充実を図る。 

また、構造統計を作成するための調査においても、世帯を対象とする

就業構造基本調査（基幹統計調査）について、育児・介護が就業に与え

る影響をより的確に把握するための調査事項の検討等を促進する。さら

に、事業所を対象とする賃金構造基本統計調査（基幹統計調査）につい

て、①毎月勤労統計との比較に関する技術的な検討結果を基にした情報

提供の充実、②個人票を中心とした匿名データの提供の検討、③回収率

を考慮した労働者数の推計方法の変更、④調査の効率化に向けた調査方

法の見直し、公表の更なる早期化等の諸課題の解決に向けた検討を推進

する。 

さらに、船員労働統計調査（基幹統計調査）については、平成29年度

（2017年度）中に見直した第一号調査の標本設計における層別区分（用

途別及び総トン数別）を、30年度（2018年度）調査から適用する。また、

船舶を単位とする現行の標本設計について、事業所を単位とした標本設

計の採用を含めた抜本的な見直しを検討し、早期に結論を得るとともに、

産業構造や船員の雇用環境等の変化を踏まえ、基幹統計調査としての在

り方も含めた抜本的な見直しを検討する。 

 

(4) 農林水産関連施策の推進を図るための統計整備 

農林水産統計については、農林水産行政の変化に対応し、基幹統計調

査を始めとして、報告者負担の軽減や調査の効率的な実施にも努めなが

ら、必要な統計の整備を進めている。 

一方、骨太2017においては、攻めの農林水産業を展開し、成長産業に

するとともに、農山漁村を次世代に継承し、農業者の所得向上等を図る

ため、構造的な問題を解決していくことが掲げられている。具体的には、

「農林水産業・地域の活力創造プラン」（平成25年12月10日農林水産

業・地域の活力創造本部決定。平成29年12月８日改訂）や同プランを踏

まえた各種基本計画に基づく農林水産施策の着実な推進を図るため、統

計データを的確に整備し、適時適切に提供していくことが求められてい

る。 

このため、農林水産統計の整備に当たっては、引き続き報告者負担の

軽減や調査の効率的な実施等に留意しつつ、関連施策の展開に必要な農

林水産業の構造や担い手層の経営収支の変化、流通構造の実態等をより



19 

的確に把握する観点から、調査事項や提供情報の充実等を推進する。ま

た、農林業センサス（基幹統計調査）と経済センサス‐活動調査により

他産業から農林業への参入・連携状況等の把握・分析をするための新た

な統計作成や、様々な形態の経営体の実態を把握するため、農業経営統

計調査（基幹統計調査）の調査対象区分の見直しなどに向けた検討・検

証を実施する。 

 

(5) 環境・エネルギー関連施策の展開を図るための統計整備 

環境に関する統計について、関係府省は、廃棄物等に関するデータの

精度向上などの取組や、家庭部門のＣＯ２排出実態統計調査の開始など、

第Ⅱ期基本計画に基づく統計整備に努めている。 

さらに、環境省を中心とした関係府省庁等が協力して、気候変動に関

する国際連合枠組条約（平成６年条約第６号）及び京都議定書に基づく

温室効果ガス排出・吸収量の算定や、排出・吸収目録（インベントリ）

の作成・提出を実施しており、その排出・吸収量に関する統計の集計・

算定・公表を行う国内体制の整備やデータの品質保証・管理を通じて精

緻な算定を行うためには、家庭部門のＣＯ２排出実態統計調査の実施等

を含め、温室効果ガス排出・吸収量データの更なる充実が必要となって

いる。 

加えて、骨太2017及び未来投資戦略2017（平成29年６月９日閣議決定）

においては、地球温暖化対策計画（平成28年５月13日閣議決定）の推進

が求められていることから、環境・エネルギー分野の統計整備に引き続

き取り組む必要がある。また、国際的な取組である環境経済勘定（ＳＥ

ＥＡ（注12））やＳＤＧｓへの対応も重要となっている。 

このため、廃棄物等循環利用量実態調査の更なる精度向上に向けた検

討を行うほか、エネルギー消費統計について、見直し効果の持続性等の

検証を行うとともに、産業・業務部門のエネルギー消費に関する統計の

体系的な整備の促進を図る。 

 

(6) 交通関連施策に必要な統計の改善 

交通に関する統計については、統計の安定性・連続性に加え、社会経

済情勢の変化等に対応した統計の整備・連携の推進等に向け、第Ⅱ期基

本計画に基づく輸送貨物品目分類の統一や燃料消費量を把握する統計の

精度向上などに努めている。 

一方、「総合物流施策大綱（2017年度～2020年度）」（平成29年７月

                                                  
（注12） System of Environmental - Economic Accounting 
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28日閣議決定）では、将来のニーズに応え得る「強い物流」を実現して

いくため、輸送モード間の連携・協働（モーダルシフト）による効率化

などの各種施策を推進することが掲げられている。さらに、我が国全体

のＣＯ２排出量（電熱配分後）の２割弱を占めている運輸分野における

省エネ性能の向上、運行・運航の効率化を進めるとともに、トラックに

比べ単位輸送当たりのＣＯ２排出量が少ない鉄道や船舶へのモーダルシ

フトを図るなど、地球環境問題にも取り組むことも掲げられている。 

これらの施策の推進状況をモニタリングするためには、行政記録情報

の活用等による報告者負担の軽減にも留意しつつ、交通統計の更なる整

備を行うことが重要となる。 

このため、自動車輸送統計調査（基幹統計調査）について、新たな調

査手法による調査を開始し、公表事項の充実や数値の安定化方策等の検

討に取り組むとともに、港湾調査（基幹統計調査）について、公表時期

の更なる早期化、集計事項の充実等の検討を行う。 

 

(7) 不動産関連統計の改善・体系的整備 

不動産に関する統計については、第Ⅰ期基本計画以降、企業の不動産

（土地及び建物）の所有（ストック）等をより的確に把握するため、関

連する統計を統合・整理し、５年周期で法人土地・ 建物基本調査（基

幹統計調査）を実施するとともに、その中間年における土地取得の動向

（フロー）を把握する土地動態調査の実施状況も踏まえ、中期的な観点

から整備・検討に取り組んでいる。 

このような状況の中、不動産に関する統計の更なる体系的整備を図る

ためには、報告者の負担軽減にも留意しつつ、法人における土地の所

有・利用状況の地域別等の構造的な把握の在り方や、効率的な調査の実

施に向けた検討を行うとともに、世帯や公的部門も含めた我が国の土地

所有及び利用状況の全体像を把握する統計の整備に向けた課題の整理等

に引き続き取り組む必要がある。 

このため、５年ごとに実施する法人土地・建物基本調査とその中間年

に実施する土地動態調査について、規制改革実施計画（平成29年６月９

日閣議決定）に基づく「不動産登記情報の公開の在り方」等についての

検討動向を注視しつつ、不動産登記情報の活用の可能性や、土地の所

有・利用状況の構造的な把握の在り方を含め、調査の効率的な実施に向

けて検討を推進する。また、我が国の土地所有及び利用状況の全体像を

把握するため、土地基本調査（注13）の作成方法の充実に向けた検証・検討

                                                  
（注13） 「法人土地・建物基本調査」（国土交通省）及び「住宅・土地統計調査」（総務省）の転写・
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を推進し、具体的な課題の整理を行う。 

 

(8) 観光施策の推進に必要な統計の改善・充実 

観光統計については、第Ⅱ期基本計画に基づき、旅行・観光サテライ

ト勘定（ＴＳＡ（注14））の公表の充実、都道府県の実施する観光入込客統

計の精度向上等を通じた整備を推進している。 

一方、「明日の日本を支える観光ビジョン」（平成28年３月30日明日

の日本を支える観光ビジョン構想会議決定）においては、観光による地

方創生や観光産業の基幹産業化等が掲げられている。 

また、同ビジョンを踏まえた「観光立国推進基本計画」（平成29年３

月28日閣議決定）においては、平成30年（2018年）から地域分析に有用

な都道府県別の入込客数・消費額に関する統計調査を実施することや、

多様化する宿泊形態について、その実態を把握するための方策を検討す

ることに加え、各種観光統計について、地方公共団体や観光関連産業等

へ具体的・実践的な分析・活用方法を示す等、施策立案への統計の利活

用を推進することが掲げられている。 

これらの推進に当たっては、地域を含めた誘客状況及び消費動向をよ

り正確に把握することなど、観光統計の整備・改善に引き続き取り組む

とともに、国の地方公共団体等に対する支援・連携も引き続き重要とな

っている。 

このため、既存の観光統計を用いて作成している地域観光統計につい

て、推計手法の改善とともに、民間データ等の活用可能性を含めた関連

統計の改善や、クルーズ船利用の拡大等旅行形態の変化に対応した統計

の改善に向けた検討などを通じ、観光統計の体系的整備を推進する。ま

た、訪日外国人消費動向調査について、精度検証を実施した上で、都道

府県別表章に必要な改善の結論を得る。 

 

３ グローバル化に対応した統計整備・国際協力等の推進 

グローバル化の進展は、資本や労働力など経済分野にとどまらず、情報

や文化などの分野に及んでおり、社会に様々な影響を及ぼしている。 

そのような中、我が国ではこれまで、①ＩＭＦが設定するＳＤＤＳプラ

スにおけるデータ整備、②国際連合統計委員会や経済協力開発機構（ＯＥ

ＣＤ）等の国際会議への参加、③独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）

を通じた統計専門家の派遣、④発展途上国等諸外国からの統計に関する政

                                                  
集計により作成した「世帯土地統計」の総称。両調査のデータを基に資産額も推計 

（注14） Tourism Satellite Account 
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府職員の受入れ、⑤国際連合アジア太平洋統計研修所（ＳＩＡＰ）の運営

に対する協力等、国際協力の推進に取り組んでいる。 

一方、骨太2017及び未来投資戦略2017においては、日本企業の活力を海

外展開し、その恩恵を我が国の各地域に取り込み好循環の拡大を図るため、

我が国企業の高度技術をいかした海外展開の促進や、技術を有しながらも

海外展開に踏み切れなかった中堅・中小企業等の海外展開の支援等が掲げ

られている。 

これらの社会経済情勢の変化や施策上のニーズに適切に対応するために

は、公的統計の分野においても、国際基準への寄与などを通じた統計に関

する国際比較可能性を向上させるほか、国際連合が掲げるＳＤＧｓについ

ては、全244グローバル指標のうち、平成29年（2017年）６月現在で我が国

が対応可能な指標は約40％となっていることからＳＤＧｓ実施指針に基づ

き、その対応拡大などに取り組む必要がある。 

また、国際経済取引、企業の国際化及び海外事業活動を把握する統計調

査の精度向上・情報提供の充実に加え、更なる国際協力・連携に向け、統

計委員会を中心に、府省一体となり、国際機関への情報発信などの取組の

強化を図る必要がある。 

このため、ＳＤＤＳプラスで未対応となっているデータ公表の実現やＳ

ＤＧｓのグローバル指標の対応拡大に取り組むとともに、社会保障費用統

計（基幹統計）の新たな統計表の作成・提供、有用性向上等の取組を推進

する。さらに、関連統計の整備については、企業の貿易取引に係る情報の

高度利用、情報提供の充実や海外事業活動のより的確な把握に取り組む。 

また、国際協力等の推進に関して、国際会議等への積極的な参加等の国

際貢献の強化、国際機関への情報発信や国際機関における統計関係の情報

共有の強化を図る。 
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第３ 公的統計の整備に必要な事項 

１ 統計作成の効率化及び報告者の負担軽減 

(1) 行政記録情報等及び民間企業等が保有するビッグデータ等の活用 

行政記録情報等及び民間企業等が保有するビッグデータ等を統計の作

成に活用することは、統計調査における報告者の負担軽減のみならず、

正確で効率的な統計の作成にも寄与することから、各府省における積極

的な活用が必要となっている。 

一方、これらの行政記録情報等や民間企業等が保有するビッグデータ

等は、①法令上の制約や電子化の状況が多様であること、②偏りやノイ

ズなど個々のデータの性質の違いが大きいこと、③データ形式の標準

化・統一化がなされていないことなどから、利用可能性の高いもの又は

優先度の高いものから個別的・集中的に対応を進めていくことが重要で

ある。 

このため、総務省は、最終取りまとめにおいて、専門技術を有する委

員等及び関係者による協議会を設け、集中的に課題に対応するパイロッ

ト的な枠組みを設けることとされていることも踏まえ、産官学連携によ

る会議を開催し、民間データの活用に係る先行事例があるデータ又は優

先度の高いデータ等（行政記録情報等を含む。）を選定し、関係者の協

力を得て集中的に協議することにより利活用上の各種課題の解決や優良

事例等を積み上げるとともに、ビッグデータ等の効果的な利用状況の把

握に努めその情報の共有・横展開を促すことにより、各府省、地方公共

団体、民間企業等におけるデータ等の相互利活用を推進する。 

また、各府省は、以下の取組を通じて、行政記録情報等及び民間企業

等が保有するビッグデータ等の活用の推進に取り組むとともに、それら

のデータを適正に管理する。 

 

ア 行政記録情報等の活用 

各府省においては、第Ⅱ期基本計画に基づき、①統計調査の企画に

当たっての行政記録情報等の活用可能性の検討、②総務大臣による統

計調査の承認審査や統計委員会による基幹統計調査の審議における検

討状況の確認、③行政記録情報等の統計作成への活用に係る実態調査

の実施・公表などを通じて、行政記録情報等の利活用の促進を図って

いる。 

一方、基本方針及び最終取りまとめにおいては、①より正確な景気

動向の把握や長期的な経済動向の分析、特に、賃金動向等の把握のた

めの補完的な情報として、所得に関する税情報を活用する研究、②報
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告者の同意を得て、当該報告者が別に各府省に報告した行政記録情報

を統計の作成に転用することを可能とする仕組み等の構築に向けた具

体的な検討及び③公開情報や行政記録情報の活用による調査事項の縮

減や代替が求められており、関係府省における更なる取組の強化が必

要となっている。 

このため、総務省は、行政記録情報等の統計作成への活用に係る実

態調査を充実させるとともに、諸外国の取組状況も踏まえつつ行政記

録情報等の活用に係る研究を基礎・実用の両面から推進する。また、

内閣府は、財務省の協力を得つつ、所得に関する税情報を賃金動向等

の把握のための補完的な情報として活用することを端緒として、研究

を進める。さらに、総務省は、関係府省と連携し、報告者の同意を得

て行政記録情報を調査票への記入に代えるなど統計の作成に活用する

ことや調査票の記入に代えて企業内の既存データの提供を求めること

に関する個別具体的な方策を検討する。また、行政記録情報から作成

する業務統計について、ユーザーのニーズを踏まえた提供情報の充実

等に取り組むことにより、行政記録情報等の利活用の推進を図り、そ

の利活用状況や課題等に関して、統計委員会や各府省との間で情報共

有・横展開を進める。 

これらの取組に加え、各府省は、引き続き、統計調査の企画に当た

って、行政記録情報等の活用可能性を事前に精査・検討し、調査事項

の縮減や代替を図るとともに、総務大臣による統計調査の承認審査や

統計委員会における基幹統計調査の審議等において確認を経ることを

原則とする。なお、この行政記録情報等の活用可能性の事前の精査・

検討等に当たっては、各府省の政策立案過程総括審議官（仮称。以下

同じ。）等と連携しつつ、取組を推進する。 

 

イ 民間企業等が保有するビッグデータの活用 

官民データ活用推進基本計画において、官民データの利活用に取り

組むこととされている中、公的統計の分野でも、一部の府省において、

ＰＯＳ（注15）データ等の民間企業等が保有するビッグデータを新たな統

計指標や分析に活用するための検討が進められている。 

一方、基本方針においては、ビッグデータの活用について、①景気

動向の把握向上に資するよう考慮し、既存統計で把握できていない経

済活動の把握に努めること、②新たな景気動向把握のための指標とし

て、ＰＯＳデータをきめ細かく分析に利用する手法の開発を検討する

                                                  
（注15） 販売時点情報管理（Point Of Sales） 
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こと、③物流データを活用した地域間の移出入の動向把握に向けた研

究を推進すること及び④各府省における活用状況や企業等からのデー

タ提供の在り方、データの品質の確保、専門人材の育成等について、

統計委員会において定期的な情報交換を行うことにより、各府省にお

ける効率的な活用に努めることが求められている。 

このような状況の中、民間企業等が保有するビッグデータの活用に

当たっては、偏りなどのデータ特性やデータ形式、企業等からの提供

方法などに応じた個別具体的な研究を実施する必要があることから、

各府省における取組状況や企業等からのデータ提供の在り方などにつ

いて、統計委員会を中心に情報共有を図りつつ、基本方針に掲げられ

た個別の課題解決に取り組む。 

 

(2) オンライン調査の推進 

各府省では、オンライン調査について、第Ⅱ期基本計画に基づき、①

調査企画時における導入の検討、②総務大臣による統計調査の承認審査

や統計委員会における基幹統計調査の審議に際しての確認、③取組の基

盤となる「オンライン調査の推進に関する行動指針」（平成27年４月17

日オンライン調査推進会議申合せ）の策定、④モバイル機器携帯型端末

も利用可能な「政府統計オンライン調査総合窓口」の機能改善・拡充、

⑤府省間との情報共有・取組への支援等に取り組んだ結果、その導入率

は、平成28年度（2016年度）に８割近くに達している。 

一方、最終取りまとめでは、オンライン調査の導入早期化及び利用率

の向上、これらを促進するための調査システムの利便性向上や、スマー

トフォン・タブレット端末への対応などが求められている。 

統計調査を取り巻く環境が一層厳しさを増す中、オンライン調査の導

入及びオンライン回答率の向上は、報告者の負担軽減・利便性の向上を

図るとともに、調査票の回収率・記入率の向上を通じた正確性の確保へ

の寄与及び統計調査業務の効率化を実現するための有効な手段となって

いる。 

このため、各府省は、統計調査の企画に当たり、オンライン調査の導

入やオンライン回答率の向上方策を引き続き検討することを原則とする

とともに、ＩＣＴの普及状況を踏まえた「政府統計オンライン調査総合

窓口」の機能改善・拡充等に一体となって取り組む。 

 
(3) 報告者の負担軽減・統計ニーズの把握 

公的統計の作成及び提供に当たっては、社会経済情勢の変化に伴い生
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ずる統計ニーズを把握し、そのニーズに的確に対応することが公的統計

の有用性の向上という観点からも重要である。一方で、統計ニーズに対

応するために、報告者に過度な負担を強いることは、統計調査への協力

意識の低下、ひいては統計調査の結果精度にも影響を及ぼすこととなる

ため留意が必要である。 

各府省では、第Ⅱ期基本計画に基づき、統計ニーズに係るアンケート

調査の見直しや、所管統計の改善等に係る統計ニーズの情報共有、統計

委員会における統計利用者等との意見交換会の実施等を通じて、ニーズ

を踏まえた統計の整備・改善等に取り組んでいる。 

一方、基本方針や最終取りまとめにおいては、①政策立案者を含めた

定期的な意見交換の場の設置や、改善提案等を組織的に収集・反映する

仕組みの構築、②統計委員会における報告者の声の募集と対応案の公表、

③ＥＢＰＭ推進委員会・ＥＢＰＭ推進統括官との連携等、④統計調査に

対する報告者が地方自治体、独立行政法人等や民間による各種調査との

間の重複等も負担と感じていることに留意した上での重複等の取扱いに

関する議論や調整の促進、⑤統計調査の企画時におけるニーズ把握・反

映の原則化が求められている。 

このため、総務省は、報告者の負担軽減・抑制にも留意しつつ、社会

経済情勢の変化等に適切に対応した公的統計の作成及び提供を推進する

ため、各府省やＥＢＰＭ推進委員会とも連携しつつ、経常的に報告者の

声や統計ニーズを把握し、それらへの対応方策の作成・公表を行うとと

もに、統計委員会を中心に、その対応状況のフォローアップを定期的に

行う。また、総務省は、報告者が各府省による統計調査と地方公共団体、

独立行政法人等や民間による各種調査やアンケート調査等との間の重複

等も負担と感じていることに留意し、これらの機関等との議論や調整を

促進するため、必要に応じて当該機関等に対する情報提供や連絡等を行

う。 

また、各府省における統計調査の企画・設計に当たっては、統計ニー

ズや報告者の声を把握し、その反映を検討することを原則とするととも

に、自府省の政策立案過程総括審議官等に、必要なデータの有無や所在

を事前確認することにより、報告者の負担軽減や統計ニーズへの的確な

対応、調査事務の効率化を図る。 

なお、総務省は、統計調査の承認手続に係る審査等において、これら

の取組のフォローアップを行うことにより、各府省の取組を促進する。

また、統計棚卸しの取組や各府省が行った政策立案過程総括審議官等に

対するデータ確認等の結果も活用することにより、統計調査の承認手続
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に係る審査等の簡素化・迅速化を図る。 

 

２ 統計の品質確保 

(1) 統計基準の整備及び統計間の比較可能性向上 

ア 統計基準の整備 

統計基準は、公的統計の作成に際し、その統一性又は総合性を確保

するための技術的な基準として、重要な役割を担っており、その設定

や見直しを適時・的確に行うことが必要となっている。 

第Ⅱ期基本計画においては、統計法第28条の規定に基づく統計基準

について、継続性の観点に留意しつつ、おおむね５年ごとに社会経済

情勢の変化等を踏まえて改定の必要性を検討することとしている。 

一方、最終取りまとめにおいては、国民経済計算及びその基盤とな

る産業連関表のＳＵＴ体系への移行に向け、日本標準産業分類の見直

しや、生産物分類の段階的な構築が求められている。 

また、シェアリングエコノミーなど企業等における経済活動の多様

化に対応するためには、専従の役員・労働者等が存在しない法人等を

把握するなど、経済統計のカバレッジ拡大に取り組むことが必要とな

っている。 

このような状況も踏まえ、統計基準については、継続性の観点に留

意しつつ、社会経済情勢の変化等を踏まえ、引き続きおおむね５年ご

とに改定の必要性を検討する。特に、日本標準産業分類については、

ＳＵＴ体系への移行に向け、必要な改定に取り組むとともに、専従の

役員・労働者等が存在しない法人等に関する取扱いを整理する。 

 

イ 統計間の比較可能性向上 

各統計の集計結果における地域区分、年齢階級、事業所規模等の表

章区分について、その標準化を図ることは、統計相互の整合性や比較

可能性の向上を図る上で有用である。 

第Ⅱ期基本計画においては、年齢や事業所規模等に関する標準的な

表章区分の在り方を検討することとされ、基幹統計を中心に現状の精

査を実施しているところである。 

また、基本方針や最終取りまとめでは、ｅ－Ｓｔａｔの統計情報デ

ータベースに登録されている統計調査の都道府県別データについて、

主要な地方ブロック別にデータを取得する機能を追加することや、統

計間で異なっている地域区分の在り方について、ユーザーのニーズを

踏まえて検討することが求められている。なお、ｅ－Ｓｔａｔにおけ
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る主要な地方ブロック別のデータ取得機能の追加については、既に対

応済みである。 

このため、総務省は、各府省と連携し、更なる現状把握の結果や諸

外国の動向等を踏まえつつ、年齢、事業所規模、地域区分等の表章区

分の標準化の在り方を検討し、順次結論を得てその適用を推進するこ

とにより、統計間の比較可能性の向上を図る。ただし、表章区分につ

いては、各統計の作成目的や、精度確保等とも関連することから、一

律に標準化を図った場合には影響が生じることに留意する。 

 

(2) 民間委託された統計調査の品質確保・向上 

公的統計を効率的に作成し、有用性の高い統計を適時に提供するため

には、限られた統計リソースを調査の企画・分析等の中核的な業務や、

国政の運営に大きな影響を及ぼす統計に係る業務に集中的に投入すると

ともに、優れたノウハウやリソースを有する民間事業者を効果的かつ適

正に活用することが引き続き重要となっている。 

統計調査を取り巻く環境が一層厳しさを増す中、各府省では、第Ⅱ期

基本計画に基づき、「統計調査における民間事業者の活用に係るガイド

ライン」（平成17年３月31日各府省統計主管課長等会議申合せ。平成29

年３月３日最終改正）にプロセス保証の観点を追加する改定を行ってい

る。また、総務省では、同ガイドラインに沿った仕様書等の改善などを

各府省に促すなどして、民間事業者の適正な活用を図っている。 

今後、民間事業者を一層効果的に活用する観点から、統計調査に精通

した民間事業者の育成や裾野の拡大等を通じ、官民を超えて統計を支え

る基盤を構築するとともに、郵送・オンライン調査の手法による実査業

務や照会対応業務などの民間事業者が優れたノウハウ等を有する業務に

ついては、積極的に民間事業者を活用する。 

また、各府省は、統計調査の品質の確保・向上に有効とされる総合評

価落札方式及び複数年契約の推進や、民間委託において参考となる事例

等を共有するとともに、同ガイドラインに基づく仕様書の見直しやプロ

セス管理の実現、民間委託業務の事後的検証を含めた情報共有に取り組

む。 

 

(3) 統計に共通する課題の研究・各府省等への支援 

各府省では、第Ⅱ期基本計画に基づき、政府共通インフォメーション

ボードを活用し、統計に関する研究成果を共有する仕組みを構築してい

るものの、研究開発に対する支援は試行的な段階にとどまっている。 
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一方、基本方針では、ビッグデータの活用に向けた研究が求められて

いる。また、最終取りまとめでは、情報収集方法の高度化など時々の技

術動向を踏まえた研究が求められている。 

このため、各府省は、共通的な研究開発の計画・成果について、引き

続き情報共有の充実を図る。また、総務省統計研究研修所は、その知見

を活用し、高度な統計技術の研究開発に引き続き取り組むとともに、各

府省等への支援を強化する。なお、統計委員会は、各府省における研究

開発について、必要に応じて技術的な支援や助言を行う仕組みを構築し、

早期に取組を開始する。 

また、総務省は、ＩＣＴの発展などを踏まえた統計調査の調査方法の

高度化を図るため、ＡＩ（注16）の活用など情報収集方法の高度化に関する

研究を継続するとともに、無作為抽出により行った調査員調査の結果と、

モニター調査など別の手法により行った調査の結果との統合推計などの

研究を推進し、その結果を統計調査員の業務の重点化に反映する。 

なお、より高度な統計技術の研究開発に当たっては、大学等の外部研

究機関等との共同研究を積極的に活用することにより、研究の推進及び

共通する課題の解決に取り組む。 

 

(4) 統計棚卸し・品質管理の推進等 

ア 統計棚卸し等 

各府省では、第Ⅱ期基本計画に基づき、調査事項の精査、行政記録

情報等の活用やオンライン調査の推進などを通じて、統計の精度を確

保しつつ、効率的な統計の作成・提供に努めているものの、統計を取

り巻く環境が一層厳しさを増す中、報告者の負担軽減や、統計の作

成・提供の効率化を図ることにより、限られた統計リソースを集中的

に投入することがますます重要となっている。 

また、基本方針においても、統計調査の公表に係る作業・処理工程

を見直し、その優良事例の共有を図るとともに、重複感の多い統計や

利用度の低い統計の整理・合理化、効率化を推進するよう求められて

いる。さらに、最終取りまとめでは、①統計委員会に設置する統計棚

卸チームによる定期的な棚卸しを通じたモニタリングと継続的な改善

の実施、②報告者・調査実施者・統計作成者・ユーザーにわたる統計

に関する官民のコストを３年間で２割削減することなどが求められて

いる。 

このため、統計委員会は、総務省及び各府省と連携し、統計の精度

                                                  
（注16） 人工知能（Artificial Intelligence）  
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向上や業務効率化、統計の利活用促進、報告者の負担軽減等の取組を

総合的に推進する観点から、既存の政府統計全般を対象に、民間部門

の業務改革で活用されているＢＰＲ手法を活用した統計棚卸しを３～

５年の周期で企画、実査、審査・集計、提供・利活用の各段階におけ

る共通的な視点を設定して実施する。 

また、平成29年度（2017年度）に総務省が実施した統計精度検査

（標準検査（注17）及びオプション検査（注18））については、取組を通じて

各種の課題が明らかになるなど、その有効性が確認できたことから、

この取組を継続的かつ効率的に実施するため、標準検査については統

計棚卸しと一体的に行うこととし、オプション検査については対象と

なる統計を選定するなど計画的に行うこととする。さらに、各府省は、

平成29年度の統計精度検査を通じ明らかとなった課題について、第Ⅲ

期基本計画期間中における着実な課題解決に取り組むとともに、総務

省はその対応状況のフォローアップを行う。なお、総務省による統計

調査の承認審査については、統計棚卸しの取組や政策立案過程総括審

議官等と連携を図りつつ、簡素化・迅速化する。 

さらに、各府省は、統計改革の確実な実施に必要となる統計リソー

スを計画的に確保する一方で、最終取りまとめにおいて掲げられてい

る統計に関する官民コストを３年間で２割削減する目標について、削

減計画の策定・実施を通じ、その実現を図るとともに、総務省は、進

捗状況のフォローアップ・情報共有を実施することにより、その実現

を後押しする。ただし、最終取りまとめに基づく統計改革の取組のた

めに追加的に発生するコストについては、コスト削減目標の対象外と

する。なお、統計に関する官民コストの削減に際しては、利活用推進

の観点に留意するとともに、統計ニーズに反した調査の廃止や調査項

目の縮減、調査結果の精度低下、異なる統計間の比較可能性の喪失等

が生じないように統計委員会が注視することとする。 

 

イ 品質管理の推進等 

ＥＢＰＭの推進に当たっては、政策部局と統計部局等との間に、政

策課題の把握、政策効果の予測・測定・評価による政策の改善と、統

計等データの整備・改善が有機的に連動するサイクルの構築が必要で

                                                  
（注17） 標準検査とは、各統計の精度に関する情報の公表状況（いわゆる「見える化」の状況）を共通

の基準により検査（チェック）するものをいう。 

（注18） オプション検査とは、①母集団への適合状況検査、②他統計とのかい離分析、③欠測値検査、

④各種シミュレーション検査、⑤総合検査、⑥特別検査により検査（チェック）するものをい

う。 
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ある。 

各府省では、第Ⅰ期基本計画に基づき、統計ニーズを基盤とする統

計改善の指針となる「公的統計の品質保証に関するガイドライン」を

制定するとともに、第Ⅱ期基本計画に基づき、同ガイドラインにプロ

セス保証の考え方を導入するための改正や、同ガイドラインに基づい

た取組を進めている。 

一方で、各府省がニーズに応じた有用性の高い統計を効率的に作

成・提供するためには、統計の品質保証活動に引き続き取り組み、所

管の統計・統計調査の改善を図るとともに、統計作成過程の更なる透

明化を促進し、公的統計への理解と活用を一層推進する必要がある。 

また、最終取りまとめにおいて、統計棚卸しや評価チームによる評

価など、第三者による評価の取組が求められていることから、その動

向や各府省における品質保証活動の取組状況に加え、関連学会におけ

る研究成果、国際的な動向等を踏まえ、各府省における取組の指針と

なる同ガイドラインについて、不断の見直しを進める。 

 

３ 統計の利活用促進・環境改善 

(1) 調査票情報等の提供及び活用の推進 

調査票情報等の提供及び活用は、調査実施者やデータ保有者等が想定

していなかったニーズへの対応を可能とするなど、既存データの有効活

用を図る取組である。 

関係府省では、第Ⅱ期基本計画に基づき、①オーダーメード集計の対

象とする統計調査・年次の拡大や利用条件の緩和等に向けた検討、②匿

名データを提供する統計調査・年次の拡大、年次追加に伴う手続の簡素

化、③オンサイト利用の実用化に向けた検討、④個票データレイアウト

等を調査票情報の提供前に申出者が活用できる仕組み・方策の構築、⑤

調査票情報等の適切な管理等に取り組んでいる。 

一方、調査票情報等の提供及び活用については、基本方針及び最終取

りまとめにおいて、①オーダーメード集計における簡易化や対象統計の

拡大を検討すること、②調査票情報の利活用のためのオンサイト施設に

おいて、行政記録情報の利活用も可能とすることに加え、当該施設にお

ける利用を法的に位置付けることを検討し、その整備を推進すること、

③一般の人も利用できる匿名データの提供について、法制面及び技術面

から検討し、提供を開始することなどが求められており、更なる取組を

推進する必要がある。 

また、国民・企業の情報管理意識が高まっている中、調査客体の信頼
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性を確保しつつ、調査票情報等の提供及び活用の要望に柔軟に対応して

いくに当たっては、よりセキュアな環境において、調査票情報等の有効

活用に取り組む必要がある。 

このため、総務省は、セキュリティレベルの高いオンサイト利用の拡

充について、利用拠点数及び利用可能な統計調査の拡充並びに行政記録

情報の統計的な利活用を行うために必要なシステム基盤の整備に取り組

むとともに、調査票情報等の提供及び活用に関するワンストップサービ

スを担うための中央データ管理施設等の体制・運用等の具体化を図る。

さらに、総務省を始め、各府省は、オンサイト利用を中心に、利用環境

等のセキュリティレベルに応じた調査票情報等の提供の在り方について

検討を行う。 

また、関係府省は、オーダーメード集計及び匿名データの提供につい

て、ユーザーのニーズを考慮し、提供対象とする統計調査・年次の追加

等に引き続き取り組むとともに、利用要件の更なる緩和や、利用促進策

等を検討する。さらに、オーダーメード集計については、より利便性の

高いオンデマンド集計の実用化に向けた研究を行うとともに、利用要件

や費用等に関し具体例を示すなど利用者に向けた更なる情報提供の充実

に取り組む。加えて、匿名データについては、より広い範囲の者が利用

できるようにする形での提供に向け、必要な法制面、技術面からの検討

を踏まえた早期の提供に向けた取組を行う。 

なお、各府省は、調査票情報等について、引き続き適正な管理を行う

とともに、調査票情報を利用した研究成果等について、一覧表示機能や

検索機能などにも留意した上で、広く閲覧可能な環境を整備する。 

こうした取組に当たっては、個人及び法人の権利利益や、国の安全等

が害されることのないようにする。 

 

(2) 政府統計共同利用システム等による統計データの共有・提供の推進 

社会全体における統計データの利活用の促進を図るためには、統計デ

ータの利活用に係る基盤の整備・強化を図るとともに、統計データを利

活用可能な形で提供することが重要である。 

総務省は、第Ⅱ期基本計画に基づき、ｅ－Ｓｔａｔについて、ＡＰＩ

機能（注19）、地図による小地域分析（ｊＳＴＡＴ ＭＡＰ）、統計ＬＯＤ

（Linked Open Data）など統計データの高度利用のための機能強化に取

り組んでいる。また、ｅ－Ｓｔａｔにおける統計情報データベース及び

                                                  
（注19） 統計データを、プログラムが自動で取得できるようにするために、機械が判読可能な形式

（API（Application Programming Interface））で提供する機能 
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ＡＰＩ機能を付加した統計データの登録の促進を図るため、①未登録と

なっている一般統計調査の結果の登録に対する支援、②操作手順の簡素

化、③登録用ＡＰＩ機能の導入によるデータ登録の自動化等を推進して

いる。 

一方、最終取りまとめでは、ｅ－Ｓｔａｔについて、①統計的な利活

用を行うために用いられる行政記録情報の検索機能の追加や業務統計の

掲載の促進、掲載事務の軽減、②データ検索の利便性向上、③機械判読

が可能な形式でのデータ提供、④データ提供の迅速化、ＡＰＩ機能によ

りユーザーがデータを自動で取得できる環境の構築等が求められている。

また、官民データ活用推進基本計画において、統計データのオープン化

の推進・高度化の一環として統計データに関し機械判読に適した形式で

の提供が求められている。 

このため、総務省は、ｅ－Ｓｔａｔについて、統計作成において使用

している行政記録情報に関する項目検索機能を追加するとともに、ユー

ザーのニーズや、海外の政府及び国際機関の統計サイトの有用な機能を

取り入れ、更なる改善を推進する。また、政府の統計データについて、

各府省は、ｅ－Ｓｔａｔへの登録を原則とするとともに、登録に当たっ

ては機械判読可能な形式などでの掲載、特により利便性の高い統計情報

データベースによるデータ提供を計画的に実施するほか、調査の概要な

ど統計を利用する際に必要な情報も登録することなどにより、統計利用

者の利便性の向上を図る。なお、総務省は、各府省におけるデータ登録

を促進するための周知徹底や支援を引き続き行うとともに、各府省と連

携を図りつつ、調査票情報の保存形式の共通化等を進め、統計データ登

録に係る業務の効率化を図る。 

 
(3) 統計リテラシーの向上 

国民や事業者が統計データをより適切に利用するためには、統計リテ

ラシー（注20）の向上が必要であり、特に初等教育から高等教育までの各段

階における統計リテラシーの向上が重要と考えられる。また、統計リテ

ラシーの向上は、国民や事業者の統計調査に対する協力意識の醸成にも

効果的である。 

各府省では、第Ⅱ期基本計画に基づき、①教員を対象とした「統計指

導者講習会」の研修内容の充実、②「ブロック別統計指導者講習会」の

開催による研修機会の拡大、③学習ワークブックの刊行、④「データサ

イエンス・オンライン講座」などの無料学習サイトの開設・充実など統

                                                  
（注20） 統計の有用性を理解し、統計データを活用していく能力 



34 

計教育の充実に取り組んでいる。 

一方、最終取りまとめでは、統計リテラシーの向上方策として、大学

における統計教育との連携・協力や、教育の場を活用した統計調査の必

要性・位置付け等の周知強化が求められている。 

このため、総務省は、これまでの無料学習サイト・教材等の開発、

小・中・高校等の段階別の教員向けコンテンツ等の提供といった取組の

充実、教員向けセミナーや児童・生徒向け講座の積極的な開催、統計調

査の必要性等を説明した教材の作成・提供に取り組むとともに、関係府

省と連携しつつ、高等教育機関との連携・協力を推進し、大学生や社会

人向けの講座等の充実及び専門職大学院等への講師派遣を進める。 

また、総務省は、地方公共団体による統計教育等を更に推進するため、

国及び地方公共団体における統計教育等に関する取組の情報共有・横展

開を図る。さらに、既に一部の都道府県において取り組んでいる学生調

査員の任用は、統計調査員の確保のみならず、統計調査員業務を経験す

ることによる統計リテラシー向上に資する取組であることから、この取

組を一層推進するため、地域の大学と都道府県との連携を促進する。 

 
(4) 報告者の理解の増進・公平感の確保 

統計調査を取り巻く環境が一層厳しさを増す中、統計調査の円滑・効

率的な実施や統計精度の向上のためには、報告者における統計調査への

理解の増進を図る取組を更に強化するとともに、報告義務が課される基

幹統計調査における報告者間の公平感を確保することが重要である。 

各府省では、第Ⅱ期基本計画に基づき、「統計調査に対する国民の理

解増進のための行動指針」（平成22年３月30日各府省統計主管部局長等

会議申合せ。平成25年１月31日最終改正）や「統計調査の円滑な実施を

阻害する行為への対処に係る考え方」（平成25年総務省政策統括官（統

計基準担当）室）等を踏まえつつ、府省間及び地方公共団体との情報共

有や、報告者の理解の増進に取り組んでいる。 

最終取りまとめでは、①統計法第15条に基づく立入検査等（注21）を積

極的に行っていくこと、②マンション管理団体等との定期的な協議等を

通じた連携の強化、③報告義務や罰則規定の周知を含めた広報の強化等

が求められている。 

また、共働き世帯の増加（平成27年には22年と比べ約１割増加（注22））

                                                  
（注21） 資料の提出の求め、必要な場所に立ち入っての帳簿・書類その他の物件の検査又は関係者への

質問 
（注22） 「労働力調査」（総務省）による。 
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や、オートロックマンションの増加（平成25年には20年と比べ３割強増

加（注23））などを踏まえると、特にオートロックマンション等の共同住宅

における調査環境の改善が重要となっている。 

このため、総務省を中心とする関係府省は、統計調査に協力する報告

者の公平感や統計調査の結果精度を確保するため、基幹統計調査の実施

に際し、企業等から報告がなかなか得られない場合の対応として、立入

検査等を積極的に実施する必要がある。その対象となる統計調査の選定

に当たっては、①事業所・企業等を対象としていること、②調査票の未

提出による結果の補正等が困難であること及び③母集団情報として利用

されるなど他統計調査に多大な影響を与えることを基本とする。対象と

なる客体の選定については、①継続的に督促を行っているにも関わらず

未報告、②数次の調査にわたり継続的に未報告、③組織的な対応として

未報告のいずれか又は複数に該当することを基本的な考え方として、当

該統計調査の結果への影響度なども勘案し、各調査において具体的に決

定するものとする。また、立入検査等の実効性を確保するため、立入検

査等の実施に際しては、事前に対象企業等に通知の上、会計担当者など

必要な対応ができる者の立会いを求めることや、事後に立入検査等の実

施状況を公表することを原則とする。当面の対応として、総務省及び経

済産業省は、これらの実施事項等の更なる具体化を図るため、その重要

性も鑑み、経済センサス‐活動調査を念頭に検討を進める。 

また、総務省及び関係府省は、共同住宅における調査環境の改善を図

るため、マンション管理関係団体等との定期的な意見交換などの取組を

行う。 

さらに、各府省は、「統計調査に対する国民の理解増進のための行動

指針」に基づく取組の推進・強化を図りつつ、実査を担う地方公共団体

も含め、非協力者への対応や広報に係る成功事例等について情報共有・

横展開を図る。 

 

(5) 大規模災害発生時等の備え 

公的統計は、大規模災害等の発生時においても、被害状況の把握・影

響の推計にとどまらず、その後の復興計画の策定や復興状況を評価する

際のデータとしても活用されるなど、重要な役割を担っている。 

このような状況の中、第Ⅱ期基本計画に基づき、総務省において「大

規模災害が発生した場合に関する対応指針」（平成28年３月30日総務省

政策統括官（統計基準担当）決定）を策定したものの、各府省における

                                                  
（注23） 「住宅・土地統計調査」（総務省）による。 
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個別の行動計画策定には至っていない。 

このため、各府省は、同対応指針に基づいた行動計画の策定に取り組

むとともに、総務省を中心に当該行動計画の策定過程での問題点等を踏

まえつつ、必要に応じて同対応指針を改定する。 

 

４ 統計リソースの確保・統計人材の育成 

(1) 統計リソースの計画的な確保及び再配分・最適配置等 

第Ⅲ期基本計画の着実な推進を通じて、統計改革の実現や統計行政の

諸課題を解決するためには、国・地方公共団体を通じた統計リソースの

確保や統計人材の育成等を図ることが不可欠となっていることから、各

府省は、統計委員会を中心に、一体となって以下の取組を推進する。 

 

ア 統計リソースの計画的な確保及び再配分・最適配置 

各府省は、第Ⅱ期基本計画に基づき、統計リソースの確保に努めて

いるものの、統計職員の数は、平成25年（2013年）４月１日現在1,990

人から29年（2017年）４月１日現在1,895人と、依然として減少傾向に

ある。 

一方、基本方針では、統計関係の予算・機構定員等の抜本見直し・

充実を図ることや、予算の充実・メリハリ、国・地方公共団体の効率

的な統計作成の実施体制に向けた見直しを推進することが求められて

いる。また、最終取りまとめでは、①既存の統計リソースの有効活用

を図るとともに、統計改革の確実な実施に必要となる統計リソースを

計画的に確保することや、②統計リソースの再配分と最適配置を促進

し、新たな課題への対応のインセンティブを強化するメリハリのある

体制整備を行うことが求められている。 

このため、各府省は、統計リソースについて、その再配分と最適配

置を促進することなどにより、既存の統計リソースの有効活用を図る

とともに、ＧＤＰ統計を軸とした経済統計の改善や、ユーザーの視点

に立った統計システム再構築と利活用促進などの統計改革の実現に必

要な統計リソースを計画的に確保する。また、総務省は、この統計リ

ソースの確保を支援するため、統計委員会を中心に、統計リソースを

重点化するべき分野等を定める。なお、人的リソースの確保に関して

は、専門知識等を有する者を確保するため、産官学の連携を図る。 

さらに、総務省は、統計リソースの確保に関し、他府省と共有すべ

き新たな技術や有効な取組について、統計委員会等を通じ、引き続き

府省間での情報共有を進めることにより、各府省における統計リソー
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ス確保の取組を支援・促進する。 

なお、独立行政法人統計センターは、調査票情報等の提供及び活用、

政府統計共同利用システムを通じた情報提供機能の強化等に中核的な

役割を担っている。また、調査票情報等の提供及び活用に関しては、

新たな提供形態であるオンサイト利用の推進が前述３(1)で求められて

いることや、機械判読可能な形式での統計情報の提供が求められてい

ることなどの政府全体の情報提供機能の強化が３(2)で求められている

ことから、総務省は、これらの取組を着実に推進するため、引き続き

そのリソースの確保に努める。 

 

イ 地方公共団体との連携・支援 

地方公共団体は、各府省が実施する統計調査の実査を担うという側

面のみならず、地方における統計の利用や普及啓発等に当たっても重

要な役割を担っている。このため、各府省では、第Ⅱ期基本計画に基

づき、①調査計画の見直しによる地方公共団体の業務量の軽減及び平

準化、②地域別表章の充実・支援、③統計調査事務地方公共団体委託

費の交付対象範囲の見直し等に努めている。 

また、最終取りまとめでは、①総務省が策定する地方統計機構（都

道府県統計主管課等）における事務の見直しや高度化等を促進するた

めの将来ビジョンを活用して、見直し・高度化プランを提案する地方

統計機構に必要な支援を行うこと、②都道府県別表章の充実に向けた

上乗せ調査の支援、推計・提供方法の在り方を検討し、順次実施する

こと、③地方統計機構と国の統計機構の人事交流の枠組みを整備する

こと、④統計研究研修所を活用したオンライン研修の充実、分析事例

等を定期的に提供すること、⑤地方統計機構と大学等との連携を強化

することなどが求められている。 

一方、国・地方公共団体ともに厳しい財政事情の中、都道府県統計

専任職員の減少傾向に歯止めがかからない状況となっている。 

このため、各府省は、民間事業者が優れたノウハウを有する業務を

中心に民間事業者を積極的に活用することを含め、報告者の特性も勘

案した適切かつ効率的な調査手法の採用を検討するなどして、地方公

共団体を経由する統計調査の精査や、統計調査員への支援などを通じ

て地方公共団体の業務量の軽減等に引き続き取り組む。 

また、総務省を中心とする関係府省は、国が都道府県の統計主管課

などに委託する事務等について、地域の実情に応じた調査手法・審査

手法の見直しや高度化等を促進するため、協力を得られた地方公共団
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体との試行運用結果を踏まえつつ、当該見直しや高度化等に対する必

要な支援を行う。あわせて、地方公共団体の実情や利活用ニーズ等も

踏まえつつ、地方公共団体におけるＥＢＰＭの推進を支援するため、

都道府県別表章の充実に向けた上乗せ調査の技術面での支援や推計・

提供方法の研究などに取り組む。 

さらに、関係府省は、地方公共団体に対する支援等の一環として、

地方公共団体の職員と各府省の職員との人事交流を促進し、総務省は、

統計研究研修所と連携したオンライン研修の充実や、優れた分析の事

例・技術等に関する情報の定期的な提供、地域の大学等との連携に有

用な専門家を活用した先進事例の提供や専門家リストの作成・提供等

に取り組む。 

 

ウ 統計調査員の確保・育成・支援 

統計調査員は、統計調査の結果精度の確保に重要な役割を担ってい

るところ、その高齢化が進展する中、業務負担の軽減やその確保・育

成が大きな課題となっている。 

各府省では、第Ⅱ期基本計画に基づき、地方公共団体と連携し、統

計調査員の役割や重要性の周知に努めるとともに、統計調査員の確

保・育成や処遇改善、負担軽減等に関する取組を継続的に実施してい

るが、顕著な効果が現れているとは言えない。 

一方、最終取りまとめでは、①統計調査員の能力向上を図るための

具体的な方策の検討・実施、②ＩＣＴやコールセンター等による調査

員の支援、③接触困難な報告者への対応や調査環境改善等を行う体制

の整備、④統計棚卸しを通じて、統計調査員でなければできない調査

業務へのリソースの集中、⑤オンライン講座などの研修機会の増加・

充実などが求められている。 

このため、関係府省は、限られた統計調査員のリソースを有効に活

用する観点から、事業所・企業等を対象とする統計調査について、調

査ごとの特性や事業所母集団データベースの整備状況、結果精度の確

保に留意しつつ、統計棚卸し等も踏まえ、可能な限り郵送・オンライ

ン調査への段階的な移行を検討する。ただし、国が行う多数の統計調

査の母集団情報を提供することを目的とした調査や調査結果が政府の

経済財政運営の重要な基礎資料として利用されている調査等について

は、その結果精度の低下が統計全体の精度や国政の運営に大きな支障

が生ずるおそれがあることから、慎重かつ十分に検討する。 

また、関係府省は、統計調査を的確に実施し、必要な結果精度を確
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保する上で、統計調査員が必要不可欠な人材であるという認識の下、

地方公共団体と連携しつつ、統計調査員の役割や重要性等に関する周

知の充実を図るなど、引き続き統計調査員の確保・育成に取り組むと

ともに、これに資する処遇改善等に取り組む。 

さらに、関係府省は、①学生や生涯学習受講者等の任用に向けた取

組の推進、②統計調査員の活動状況の研究・分析等を通じた研修の充

実などによる優れた統計調査員のノウハウ等の共有、③オンライン調

査に関する研修の充実やＩＣＴ、コールセンター等を活用した支援な

どを通じ、統計調査員の業務能力の向上を図り、統計調査員の質や国

民の信頼の確保に努める。 

 

(2) 統計人材の確保・育成 

統計リソースに限りのある中、統計作成の効率化及び報告者の負担軽

減を図りつつ、統計の品質を確保し、統計の利活用促進・環境改善など

を推進するためには、個々の職員の能力向上が不可欠である。 

各府省では、第Ⅱ期基本計画に基づき、人事交流や研修の充実を図る

など、多面的な取組の定着の促進を図っている。さらに、総務省統計研

究研修所では、国・地方公共団体や研修参加者等のニーズを踏まえ、研

修内容の充実や、多忙な業務の中でも研修に参加できるＭＯＯＣ（注24）型

のオンライン講座の新設などに努めている。 

また、最終取りまとめでは、①国・地方の職員一般を対象とした統計

研修の充実・強化を図ること、②人材育成上効果的な実務経験を付与し

得る府省に職員を派遣し、ＯＪＴや研修等を通じた人材育成の枠組みを

整備すること、③ＳＵＴ体系への移行業務を中心とした統計改革の実現

に必要な若手研究者等の専門人材を中長期にわたって確保するための円

滑化方策を検討することなどが求められている。 

さらに、ＥＢＰＭ推進委員会及び統計委員会においては、各府省の統

計部門の人材についても、第Ⅲ期基本計画と連動する形で、①必要なポ

ストの整備、②人材の採用・確保・研修、③職員のスキルの評定とその

活用、④人事サイクルや業務経験の計画的付与、⑤人事交流の方策等に

ついて検討し、「ＥＢＰＭを推進するための人材の確保・育成等に関す

る方針」を策定することとしている。 

このため、各府省においては、統計改革の取組を後退させることのな

いよう、策定された人材の確保・育成等に関する方針にのっとった取組

を推進する。 

                                                  
（注24） 大規模公開オンラインコース（Massive Open Online Course） 
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また、統計調査を取り巻く環境が一層厳しさを増す中、統計の精度確

保を図るためには、欠測値の補完や推計など、統計作成・利用に当たっ

ての高度な統計知識が求められることから、産学の民間専門人材を積極

的に活用する必要があり、中長期にわたってこれらの人材を円滑に確保

する必要がある。このため、各府省は、大学の若手研究者等の円滑な確

保に向け、超過勤務の縮減やフレックスタイム制の活用などにより、公

的統計の作成に携わりながら学会における交流や論文作成など研究者と

しての活動もできるよう勤務環境の整備に努める。また、学会等を通じ

た周知活動や情報収集、各大学との情報交換や、国の機関での勤務経験

を評価する大学に関する情報の提供など、国の統計部門が勤務先の選択

肢として若手研究者に認知されるような情報提供に取り組む。 

さらに、総務省においては、①ビッグデータ等の活用や、大学等と連

携した標本抽出・推定方法等、高度な統計技術の研究・開発の成果など

の活用も含めた研修内容の充実・強化、②オンライン講座をより有効に

実施できるよう受講者からの質問を受け付けるなど双方向性の確保や、

増加する受講希望者に対応するため大量のアクセスに耐え得るシステム

の増強、③各府省や地方公共団体に対する講師派遣等を行う。また、総

務省は、統計部門の人材育成という観点に加え、ＥＢＰＭの推進という

観点から、統計部門以外の職員に対する統計知識の習得を促すため、統

計の作成・利用に必要な理論や分析手法などに関する知識、技能及び統

計的思考力の習得を目的とした研修の充実等に加え、国・地方公共団体

の職員が広く学習するべき項目の選定や研修カリキュラムの開発、研修

機会の拡大などに取り組む。  
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第４ 基本計画の推進 

１ 施策の効果的かつ効率的な実施 

第Ⅲ期基本計画を実効性のあるものとし、盛り込まれた課題の実現を図

るためには、その推進基盤の整備に加え、取組の進捗状況を適時・適切に

情報共有し、必要に応じて調整や連携の強化・促進を図ることが重要であ

る。さらに、今後、統計制度の抜本改革の進展に伴い、派生して又は新た

に顕在化する様々な課題に対しても、柔軟かつ機動的に対処することも必

要である。 

このため、既存の公的統計基本計画推進会議に代えて、各府省の幹事を

中心に、府省一体となった推進体制を整備するとともに、その下にワーキ

ンググループを設けるなどして、機動的に課題解決に取り組む体制を再構

築して、各種の取組方針等を決定し、今後顕在化する課題への対応を含め、

関係府省一体となって統計改革の実現を推進する。 

また、統計委員会においては、統計法第55条第３項の規定に基づく施行

状況報告の審議等を通じて、積極的に意見を提示し、各府省における取組

を推進するとともに、以下のような取組を通じて、第Ⅲ期基本計画に掲げ

る各種施策の更なる推進や支援等に努める。 

① 各府省の統計調査計画の企画・設計における統計ニーズの反映状況や、

報告者の負担軽減の状況について、毎年定期的にフォローアップする。

また、報告者の声（提案）の募集と、それに対する対応策の公表・対応

策の検討状況をフォローアップする。 

② 各府省の政策立案過程総括審議官等やＥＢＰＭ推進委員会からの検討

要請に基づく調査審議の結果を、各府省やＥＢＰＭ推進委員会にフィー

ドバックする。 

③ 統計専門家、ユーザー、報告者、業務コンサルタント等から構成され

る統計棚卸チームを設置し、年度ごとに決定する棚卸計画（棚卸対象と

なる統計等）に沿って、統計棚卸しを実施する。 

④ 通常の諮問に係る審議や統計棚卸しの取組とは別に、統計の品質面や

統計作成の技術面等を改革する評価チームを設置し、統計棚卸しでは対

応困難な先端的・技術的課題の解決に向け、統計に関連する他分野の有

識者の知見も積極的に取り入れながら検討を行う。 

⑤ 統計に関する官民コストの削減計画の策定・実施に際して、統計デー

タの利活用推進の観点に留意するとともに、統計ニーズに反する調査の

廃止や、調査項目の縮減、調査結果の精度低下、異なる統計間の比較可

能性の喪失等が生じないように注視する。 

⑥ シェアリングエコノミー等多様化するサービス産業の計測や、資産の
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活用実態のより適切な把握などのパイロット的な課題について、その研

究成果を踏まえ、実用化に向けた方法を検討する。また、国際動向等に

関する情報について関係府省から定期的に報告を受けるとともに、必要

に応じてそれらに関する研究を行う。 

⑦ 行政記録情報や地方公共団体・民間が保有する各種データの統計的利

活用について、技術的・中立的観点から支援する。 

⑧ ＥＢＰＭ推進委員会が定める「統計等データの提供等の判断のための

ガイドライン」（仮称）に関し、ＥＢＰＭ推進委員会の求めに応じて意

見を述べること等を通じて、統計等データの利活用の一層の推進を図る。 

 

なお、統計委員会の委員等の構成について、バランスのとれた審議を確

保するため、専門知識を有する者や作成者・報告者・ユーザーの声を代表

する者が確保されるよう措置する。 

 

２ 各種法定計画等との整合性の確保及び的確な情報提供の推進 

公的統計は、国民にとって合理的な意思決定を行うための基盤となる重

要な情報であり、社会の情報基盤としてあらゆる分野に関係するため、政

府における各種法定計画等においても、必要に応じてＥＢＰＭの推進や国

際比較可能性の向上の観点から、それぞれの分野における統計の整備に関

する事項が掲げられており、統計に関する課題の解決に向けて各府省が連

携した取組を行う必要がある。 

また、統計委員会の機能強化や調査票情報等の提供及び活用の拡大等、

統計関連法制の見直しも検討されている状況にある。 

このため、第Ⅲ期基本計画の推進に当たっては、統計関連法制の見直し

の動向も踏まえ、各種法定計画等における統計の整備及び当該分野におけ

る各種施策との整合性に留意しつつ、政策の信頼性及び客観性の確保に資

するよう取組を推進する。 

さらに、公的統計の整備に当たっては、幅広く国民の理解と協力を得る

ことが不可欠であることから、引き続き、国民に対し的確な情報提供を行

うとともに、公的統計に対する国民の意見やニーズの把握及びその反映を

推進する。 

 

 



43 

別表 今後５年間に講ずる具体的施策 

 

「第２ 公的統計の整備に関する事項」部分 

項 目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

１  国民経

済 計 算 を

軸 と し た

横断的・体

系 的 な 経

済 統 計 の

整備推進 

(1) 基礎統

計の整備・

改 善 及 び

国 民 経 済

計 算 の 精

度向上・充

実 

ア より正

確な景気

判断に資

する基礎

統計改善

及び国民

経済計算

の加工・

推計手法

の改善等 

◎ 家計調査について、報告者や都道府県職

員・統計調査員の負担軽減にも配慮しつ

つ、オンライン家計簿の全面導入や機能拡

充等に向け、段階的かつ円滑に取組を推進

する。 

総務省 平 成 31 年

(2019年)か

ら 実 施 す

る。 

◎ 家計統計について、調査結果の補正方法

に係る研究を進めるとともに、調査手法の

変更による影響の検証や情報提供等を充

実する。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 消費動向指数（ＣＴＩ）について、産官

学連携の研究協議会を活用するなどして、

景気指標として有用なものとなるよう、引

き続き開発・精度向上に取り組む。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

◎ 法人企業統計調査における調査票の督

促、欠測値の補完方法の改善方法について

結論を得る。 

財務省 平成30年度

(2018年度)

中に結論を

得る。 

◎ 法人企業統計調査について、オンライン

調査システムにおける電子調査票の仕様

を一般に公開するなどして、民間の会計ソ

フトとの連携を強化し、報告者負担の軽減

を図ることにより、回収率の向上や集計事

務の迅速化を推進する。 

財務省 平成31年度

(2019年度)

から実施す

る。 

◎ 四半期別法人企業統計調査について、調

査対象や項目を限定した調査を導入する

ことにより、ＱＥの１次速報に間に合うよ

うに一部早期化を図ること、早期化を前提

に研究開発投資を調査項目に追加するこ

とについて、経済界の協力を得つつ試験的

な調査を実施し、検証する。また、内閣府

と協力し、この試験的な調査の結果を反映

した場合におけるＱＥ推計の試算を行い、

年次推計との整合性を保ちつつ、報告者負

担を含めた検証を行った上で、改善に向け

た方針を検討し、結論を得る。 

財務省、

内閣府 

平成31年度

(2019年度)

から試験的

な調査を実

施し、検証

を 開 始 す

る。 

平成34年度

(2022年度)

末までので

きるだけ早

い時期に結
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項 目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

論を得る。 

◎ 四半期別法人企業統計調査の資本金

1,000万円から2,000万円までの階層にお

ける標本の抽出方法について、速やかに母

集団名簿を精査するとともに、売上高や雇

用者数等による層化抽出を検討し、結論を

得る。 

財務省 平成34年度

(2022年度)

までに結論

を得る。 

○ 建設総合統計について、公共工事出来高

と国・地方・公的企業等の決算書との整合

性を確認した上で、不整合が確認された場

合には必要な改善策を早期に検討する。 

国土交通

省 

必要な改善

策の検討を

行い、平成31

年度(2019年

度)中に結論

を得る。 

◎ 公的固定資本形成について、ＱＥと年次

推計とのかい離の原因について検証した

上で、建設総合統計の出来高と決算書の整

合性に係る確認及び検討状況を踏まえ、必

要な改善策を早期に検討する。 

内閣府 早期に結論

を得る。 

○ 再投資収益について、内閣府の協力の

下、国民経済計算との調和も考慮し、計上

手法について検討する。また、「居住者間

取引を挟む転売の対象となった財貨等」等

の公表など財貨の輸出入部分についての

通関統計との差の透明化について、検討す

る。 

財務省、

内閣府 

平成31年度

(2019年度)

を目途に結

論を得る。 

○ ＱＥ及び年次推計の精度向上には、一次

統計から国民経済計算の推計におけるそ

れぞれの段階（ＱＥ、年次推計）において

提供するデータの差異を縮小することが

重要である。このため、平成27年度（2015

年度）以降の第一次年次推計から第二次年

次推計への改定状況等を踏まえた検証を

行う。当該検証結果を踏まえた上で、国民

経済計算に活用される一次統計（「経済産

業省生産動態統計」、「サービス産業動向調

査」等）及びその活用方法の改善余地につ

いて、一次統計を所管する関係府省と内閣

府とが一体となり検討を進め、基本的な方

内閣府、

総務省、

経済産業

省、関係

府省 

財について

は平成31年

(2019年)年

央までに検

証し、33年

(2021年)末

までに結論

を得る。サ

ービスにつ

いては平成

32 年 (2020

年 )年央ま

で に 検 証
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策を取りまとめる。 し 、 34 年

(2022年)末

までに結論

を得る。 

○ 消費者物価指数の次期基準改定に向け、

冠婚葬祭サービスなどの把握の可否、イン

ターネット販売価格の採用の可否を検討

し、結論を得る。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

までに結論

を得る。 

○ 消費者物価指数における家賃の品質調

整について、次期基準改定で参考指数を公

表することを目標に平成30年度（2018年

度）以降も検討する。 

総務省 次期基準改

定までに結

論を得る。 

○ 医療・介護及び教育の質の変化を反映し

た価格の把握手法とその応用について、厚

生労働省、文部科学省等と連携し、平成29

年度（2017年度）に開始した包括的な研究

を推進するとともに、建設（市場価格取引

ベース）及び小売サービス（マージン）の

価格の把握手法について、日本銀行が国土

交通省の参画を得て行う共同研究の成果

及び日本銀行が総務省・経済産業省等から

データ・関連情報の提供等の協力を得て行

う研究成果も踏まえ、関係府省等と連携

し、一連の研究成果の活用方法についても

検討し、その結果を統計委員会に報告す

る。 

内閣府、

関係府省 

平成34年度

(2022年度)

までに実施

する。 

◎ 毎月勤労統計について、平成34年（2022

年）１月のローテーション・サンプリング

への全面移行に向け、実査機関とも十分に

連携し、着実かつ円滑に取組を推進する。

また、その間の結果公表について、移行期

間である旨の説明を入れる等、利用者の混

乱を招かないよう配慮するとともに、継続

標本による参考指標を30年度（2018年度）

以降も継続して公表する。 

厚生労働

省 

平 成 34 年

(2022年)１

月までに実

施する。 
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◎ 毎月勤労統計について、本調査の母集団

を事業所母集団データベースの年次フレ

ームに変更するに当たって、標本抽出方法

や復元方法を検討する。 

厚生労働

省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

◎ 家計統計、法人企業統計、個人企業経済

統計、建設関連統計などの基礎統計の改善

も踏まえつつ、ＱＥの推計における需要側

統計と供給側統計の統合比率を見直すな

ど、推計精度の確保・向上に不断に取り組

む。 

内閣府 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

◎ 家計の可処分所得及び貯蓄の速報値に

ついて、参考系列としての公表を目指して

検討する。 

内閣府 平成30年度

(2018年度)

中に実施す

る。 

◎ 生産面及び分配面の四半期別ＧＤＰ速

報の参考系列としての公表の取扱いにつ

いて、結論を得る。 

内閣府 平成30年度

(2018年度)

末までに結

論を得る。 

イ 生産面

を中心に

見直した

国民経済

計算への

整備 

◎ 国民経済計算の精度向上に必要となる

事項について、内閣府から平成30年度

（2018年度）の可能な限り早期に具体的な

要望の提示を受ける。その上で、平成33年

（2021年）経済センサスの試験調査（平成

31年度（2019年度）実施予定）やその後着

手する投入調査の調査設計を念頭に、基礎

統計の整備状況も踏まえつつ、基準年ＳＵ

Ｔ・産業連関表の基本構成の大枠を決定す

る。 

産業連関

表作成府

省庁 

平成30年度

(2018年度)

末までに結

論を得る。 

◎ 基準年ＳＵＴと中間年ＳＵＴを可能な

限り同様な概念に基づくシームレスな設

計となるよう、中間年ＳＵＴの基本構成

を、基準年ＳＵＴと並行して検討し、大枠

を固める。 

内閣府 平成30年度

(2018年度)

末までに結

論を得る。 

◎ 基準年ＳＵＴ・産業連関表の部門につい

て、部門分類概念の整合性を前提としつ

つ、国内生産・需要額の大きさ、産業にお

ける生産技術の類似性、生産物の用途の類

似性、産業・生産物の成長性及び国際比較

産業連関

表作成府

省庁 

平成30年度

(2018年度)

末までにル

ールを設定

し、検討を
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可能性について、一定の客観的ルールを設

定して検討を行う。その際、調査技術の工

夫、報告者負担の抑制及び限られた統計リ

ソースの適切な配分にも十分配意する。 

継続する。 

○ 生産物分類の構築について、財及びサー

ビスの特性を踏まえて検討を推進し、平成

30年度（2018年度）までにサービス分野に

ついて、35年度（2023年度）までに財分野

を含めた全体について生産物分類を整備

する。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

までにサー

ビス分野に

ついて、35

年 度 (2023

年度 )まで

に全体につ

いて生産物

分類を整備

する。 

◎ 建築着工統計の補正調査について、統計

委員会における精度検証結果も踏まえ、精

度向上のための標本設計の変更や、調査名

及び目的の見直しを検討し、改善に向けた

結論を得るとともに、利用者の理解促進に

向けた情報提供の充実を推進する。 

国土交通

省 

平成30年度

(2018年度)

までに結論

を得る。 

◎ 建築着工統計の工事費予定額により推

計される工事実施額については、補正調査

の見直しにより、精度向上を図る。工事の

進捗率パターンについては、早期に建設工

事進捗率調査を実施し、見直しを図る方向

で検討する。これらの見直し結果を、でき

るだけ早期に出来高ベースの統計（建設総

合統計）に反映させること、また、進捗パ

ターンを機動的に見直すために補正調査

を活用することを検討する。 

国土交通

省、関係

府省 

平成30年度

(2018年度)

から順次実

施する。 

○ 建築物リフォーム・リニューアル調査に

ついて、平成31年度（2019年度）作成予定

の平成27年（2015年）産業連関表に取り込

んだ上で、32年度（2020年度）を目途に予

定されている次回の国民経済計算の基準

改定に反映できるよう、遡及期間、遡及推

計方法等の具体的事項について関係府省

国土交通

省、産業

連関表作

成 府 省

庁、内閣

府 

次回産業連

関表（平成

31年度(2019

年度)）に取

り 込 ん だ

上、次回基

準改定に反
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間で調整する。同調査の公表時期について

は、少なくともＱＥ（２次速報）に活用で

きるよう、公表を早期化する。 

映する。 

○ 建設工事施工統計について、精度向上に

向けた見直しを検討する。 

国土交通

省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

◎ 非住宅の売買取引の仲介手数料につい

て、登記情報等から得られる不動産取引件

数や価格情報に関するデータなどを用い

た推計を検討し、可能な部分については平

成27年産業連関表における反映を目指す。 

国土交通

省 

次回産業連

関表作成時

（平成31年

度 (2019 年

度)）までに

結 論 を 得

る。 

○ 分譲住宅の販売マージンについて、「産

業連関構造調査（不動産投入調査）」や企

業決算データの活用、非住宅不動産の賃料

収入については、よりカバレッジが広い

「法人土地・建物基本調査」（賃貸面積比

率、空室率等）などの活用によって、精度

向上を図ることを検討する。 

国土交通

省 

次回産業連

関表作成時

（平成31年

度 (2019 年

度)）までに

結 論 を 得

る。 

○ 医療の中間投入構造の把握のため、検討

を行う。具体的には、医療経済実態調査（医

療機関等調査）の、基準年のみならず中間

年推計における利活用に向けて、利用でき

ない年次の補完について検討する。これを

踏まえて、回収率の状況等も含めて、多角

的に検証を進める。あわせて、必要に応じ

て年次統計の整備等について検討を行う。

また、医療経済実態調査（医療機関等調査）

の利活用に向けた検証及び内閣府から示

された年次推計における医療分野の課題

を踏まえ、当該調査の目的との整合性や調

査項目が増えることによる回答率への影

響を踏まえつつ、医療経済実態調査（医療

機関等調査）、産業連関構造調査（投入調

査）、ビジネスサーベイにおける調査項目

見直しや拡充について検討する。病院・診

厚生労働

省、内閣

府、関係

府省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 
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療所は入院と入院外に区分したデータを

保有しておらず、現在の部門分類に対応す

る投入調査は困難であるため、当面の対応

としてレセプトデータ（社会医療診療行為

別統計）などを活用した費用項目の推計見

直しについて検討を進めるとともに、ＳＵ

Ｔ体系への移行後における実測可能性の

ある部門分類の設定や、それに対応した費

用項目の調査の在り方についても検討を

行う。 

○ 社会福祉（国公立）についても社会福祉

（非営利）と同程度の細かさで費用構造を

把握できるよう、行政記録情報のさらなる

活用の可能性を検証するとともに、報告者

自身の計数把握状況や負担等に配意しつ

つ、社会福祉（国公立）への投入調査の新

規実施を検討する。また介護事業経営概況

調査を用いて平成27年（2015年）産業連関

表の推計を行い、その精度を検証する。さ

らに、同調査については、中間年推計にお

ける利活用に向けて、利用できない年次の

補完について検討する。これを踏まえて、

回収率の状況等も含めて、多角的に検証を

進める。 あわせて、必要に応じて年次統

計の整備等について検討を行う。 

厚生労働

省、内閣

府、関係

府省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 教育の中間投入構造の把握のため、地方

教育費調査の項目拡充や調査対象サンプ

ルを限定した特別調査（産業連関構造調査

（投入調査）等）の実施等も含め、検討を

行う。 

文部科学

省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

ウ 国際比

較可能性

の向上等 

 

◎ 自社開発ソフトウェアや研究開発を固

定資本として計上するなど、産業連関表と

国民経済計算の整合性を図ることについ

て検討する。 

産業連関

表作成府

省庁 

次回産業連

関表作成時

（平成31年

度 (2019 年

度)）までに

検討する。 

○ 間接税及び補助金に関する基礎データ

並びに各種一次統計における間接税の取

産業連関

表作成府

次回産業連

関表作成時
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扱いを踏まえた基本価格表示による産業

連関表の作成について、産業大分類より詳

細な分類での次回表での実現を目指して

検討する。国民経済計算作成の観点におい

ても、産業連関表の作成作業における検討

に積極的に関与しつつ、産業連関表の作成

状況を踏まえ、次回基準改定での実現に向

けた所要の検討を併せて実施する。 

省庁、内

閣府 

（平成31年

度 (2019 年

度)）までに

結 論 を 得

る。 

国民経済計

算の次回基

準改定まで

に結論を得

る。 

◎ 国民経済計算における娯楽・文学・芸術

作品の原本（映画等）について、次回基準

改定において、総固定資本形成へ計上する

ことを目指して検討を進める。 

内閣府 次回基準改

定までに結

論を得る。 

◎ 国民経済計算に係る国際基準策定プロ

セスへの関与を強化するため、国際議論へ

の積極的参画を図りつつ、理論的・実務的

な研究を実施する。また、それらの研究を

踏まえ、ＯＥＣＤ等の国際会議において積

極的な意見表明を実施する。このために

も、国際的な動向も踏まえた新分野の取り

込み、生産・支出・分配の三面の整合性等

に関する研究開発プロジェクトを推進す

る。 

内閣府 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

◎ 国民経済計算におけるリースの区分に

ついては、国際的な基準と整合的になるよ

う、基礎統計の整備状況を踏まえ、引き続

き、推計方法の検討を行う。 

内閣府 平成30年度

(2018年度)

か ら 実 施

し、次回基

準改定まで

に結論を得

る。 

(2) 経済構

造 統 計 を

中 心 と し

た 経 済 統

計 の 体 系

的 整 備 の

推進等 

○ 経済センサス‐活動調査を始めとする

事業所・企業を対象とした統計調査におけ

るＫＡＵ概念の導入の適否を含めた調査

単位の在り方や、アクティビティベースで

の事業活動の把握可能性等について、プロ

ファイリング活動等により得られた情報

も活用し、関係府省が一体となって検討す

総務省、

関係府省 

平成34年度

(2022年度)

までに一定

の結論を得

る。 
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 る。 

◎ 関連基幹統計の指定の解除・見直しと合

わせ、商業統計調査、サービス産業動向調

査（拡大調査部分）及び特定サービス産業

実態調査を統合し、中間年経済構造統計を

作成するための基幹統計調査として、経済

構造実態調査を創設する。 

総務省、

経済産業

省 

平成31年度

(2019年度)

から実施す

る。 

◎ 経済センサス‐基礎調査について、一時

点で把握する統計調査から経常的なプロ

ファイリング活動及びローリング調査に

移行する。 

総務省 平成31年度

(2019年度)

から実施す

る。 

◎ 工業統計調査について、経済構造実態調

査と同時・一体的に実施し、可能な限り早

期に経済構造実態調査に包摂することに

向けて結論を得る。 

総務省、

経済産業

省 

 

平成31年度

(2019年度)

から同時実

施し、平成

34 年 (2022

年 )調査の

企画時まで

に結論を得

る。 

◎ 経済構造実態調査を中心に工業統計調

査、見直し後の経済センサス‐基礎調査等

の結果から、中間年経済構造統計の作成・

提供を開始する。 

総務省、

経済産業

省 

平成32年度

(2020年度)

から実施す

る。 

◎ 建設工事施工統計調査など事業所母集

団データベースに格納する業種別統計調

査について、共通的な調査事項等を整理・

検討した上で、中間年経済構造統計の作成

に活用する。 

総務省、

関係府省 

平成31年度

(2019年度)

から実施す

る。 

◎ 中間年経済構造統計において、統計調査

での把握が困難な業種については、行政記

録情報の活用を検討する。 

総務省、

関係府省 

平成31年度

(2019年度)

以降の可能

な限り早期

に 実 施 す

る。 

○ 企業を対象とした統計調査の結果を活

用した地域別（事業所別）の付加価値等の

推計手法を検討する。 

総務省 平成32年度

(2020年度)

までに結論
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を得る。 

◎ 平成33年（2021年）経済センサス‐活動

調査や中間年ＳＵＴの検討動向を踏まえ

つつ、経済構造実態調査の調査事項等の見

直しを検討する。 

総務省、

経済産業

省、関係

府省 

平 成 34 年

(2022年)調

査の企画時

までに一定

の結論を得

る。 

○ サービス産業動向調査（月次調査部分）

及び特定サービス産業動態統計調査の整

理・統合に向け、経済構造実態調査の実施

状況も踏まえつつ、可能な限り速やかに検

討を開始する。 

総務省、

経済産業

省、関係

府省 

遅くとも平

成34年(2022

年)末までに

結論を得る。 

○ 経済構造実態調査と、経済産業省企業活

動基本調査、法人企業統計調査、建設工事

施工統計調査、情報通信業基本調査、中小

企業実態基本調査等との役割分担、重複是

正等を検討する。 

総務省、

関係府省 

平成34年度

(2022年度)

までに一定

の結論を得

る。 

○ 事業所母集団データベースに格納され

る企業対象の統計調査結果における収録

事項の定義の統一・共通的に把握すべき調

査事項を設定した上で、同データベースを

活用した企業統計の提供を推進するとと

もに、大規模企業の活動実態を横断的に把

握する統計整備を検討する。 

総務省、

関係府省 

平成34年度

(2022年度)

までに一定

の結論を得

る。 

○ 第３次産業活動指数について、作成の基

礎となる関連統計の整備、改善状況等を踏

まえつつ行政記録情報や民間データの活

用も図り、更なる有用性の向上に努める。 

経済産業

省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 
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(3) 国民経

済 計 算 及

び 経 済 統

計 の 改 善

に 向 け た

基盤整備・

連携強化 

 

◎ 経済センサス‐基礎調査をローリング

調査や独立行政法人統計センターにおけ

るプロファイリング活動に移行し、事業

所・企業や各種法人等に係る母集団情報の

更なる整備促進を図る。また、平成33年

(2021年)経済センサス‐活動調査の円滑・

効率的な実施に向け、行政記録情報等によ

り新たに捕捉した事業所等も含めた確認

作業を早期に完了するとともに、プロファ

イリング活動において把握する情報や把

握方法等に関する具体的な検討を推進し、

その内容を事前周知する。 

総務省 平成31年度

(2019年度)

か ら 実 施

（初回のロ

ーリング調

査 は 32 年

(2020年)年

央までに実

施）する。 

 

○ 事業所・企業や各種法人等に係る統計調

査を実施するに当たり、引き続き法人番号

の把握に努め、これを事業所母集団データ

ベースに登録するとともに、法人番号を活

用した欠測値の補完や集計の充実等を検

討する。 

各府省、

総務省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 農林業センサスにおける一戸一法人・非

法人の組織経営体や、建設業許可事業者名

簿に掲載された企業情報を、事業所母集団

データベースに登録する方向で検討する。 

総務省、

関係府省 

平成30年度

(2018年度)

末までに結

論を得る。 

○ 事業所母集団データベースに格納する

統計調査の範囲拡充、法人番号公表サイト

の変更情報や決算等に関する企業の公表

情報等の活用、行政記録情報や民間データ

の活用及びレジスター統計（注25）の作成内

容について検討を行い、結論が得られた取

組から順次実施する。 

総務省、

関係府省 

平成30年度

(2018年度)

から順次実

施する。 

○ 法人企業統計の母集団名簿と事業所母

集団データベースの企業数等のかい離に

ついて、産業や資本金階級別などの企業属

性ごとにかい離の状況を明らかにすると

ともに、その要因を把握した上で、かい離

を改善するための方策を検討する。 

総務省、

財務省 

平成33年度

(2021年度)

末までに結

論を得る。 

                                                  
（注25） 事業所母集団データベースに格納されたデータを基に、ある時点で集計したもの 



54 

項 目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

○ 専従の役員・労働者等が存在しない法人

等を含めた事業所母集団データベースに

登録する法人・事業所等の情報について、

事業所母集団データベースへの格納方法

や、具体的な母集団情報としての提供を検

討する。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

末までに結

論を得る。 

○ 月次・年次調査の標本抽出に資するた

め、事業所の活動状態を随時更新した母集

団情報の提供を検討する。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

末までに結

論を得る。 

○ 事業所・企業や各種法人等に係る統計調

査を実施する府省と連携して、年次フレー

ムの更なる活用に向けた課題等を整理し

た上で、統一共通名簿として一層の有用性

を高めるために必要な情報の充実等を検

討する。 

総務省 平成33年度

(2021年度)

末までに結

論を得る。 

○ 改定した「統計調査における売上高等の

集計に係る消費税の取扱いに関するガイ

ドライン」について、平成31年（2019年）

10月の消費税率変更及び軽減税率実施後

に集計時期を迎える調査から順次導入・適

用に向けた検討に着手し、引き続き取組の

推進・拡大を図る。 

関係府省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 一次統計調査における税抜額記入の導

入について、その導入可否や統一的な取扱

い方針を、平成38年（2026年）経済センサ

ス‐活動調査を見据えつつ検討する。 

総務省、

関係府省 

平成30年度

(2018 年度)

から実施す

る。 

○ 事業所系調査で把握していない事項に

ついて、企業系調査等を用いて推計する手

法を、関係府省が一体となって検討し、一

定の対応方針を策定することにより、地域

別集計の充実や報告者の負担軽減を図る。 

総務省、

関係府省 

平成34年度

(2022 年度)

までに実施

する。 

○ 「統計調査における労働者の区分等に関

するガイドライン」について、労働者数を

把握している事業所・企業を対象とする統

計調査全般に適用を拡大するとともに、平

成 33 年（2021 年）経済センサス – 活動調

査の試験調査や企業ヒアリング等を通じ、

総務省、

関係府省 

平成 33 年

(2021 年）経

済センサス

‐活動調査

の企画時期

までに実施
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雇用契約期間（無期・有期）の更なる実査

可能性に係る検証・検討を実施した上で、

ガイドライン改正イメージに沿った改定

を図る。 

する。 

２ 社会・経

済 情 勢 の

変 化 を 的

確 に 捉 え

る 統 計 の

整備 

(1) 人口減

少 社 会 の

実 態 を よ

り 的 確 に

捉 え る 統

計の整備 

 

◎ 国勢調査の調査方法について、平成 27

年（2015 年）調査における実施状況の検証

結果を踏まえ、若年者層を中心とする不在

世帯等への対応やオンライン調査の更な

る利用促進方策を円滑な調査の実施にも

留意しつつ検討し、平成 32 年（2020 年）

調査の調査計画に反映する。また、調査票

回収方法の多様化に伴い事務量が増加し

た地方公共団体の事務の負担軽減方策に

ついて、試験調査における検証結果も踏ま

えて検討する。 

総務省 平成 32 年

(2020 年）調

査の企画時

期までに結

論を得る。 

◎ 国勢調査の広報について、開始から 100

年を経過する平成 32 年（2020 年）調査を

契機に一層の充実を図り、オンライン回答

率の向上等に対する理解増進に努める。 

総務省 平成31年度

(2019 年度）

から実施す

る。 

◎ 国民生活基礎調査の非標本誤差の縮小

に向けた更なる取組として、本調査及び国

勢調査の調査対象世帯に係る属性等の比

較・検証に加え、本調査結果及び国勢調査

結果のかい離縮小に向けた検討や、回収率

向上方策の検討を推進する。 

厚生労働

省 

平成 31 年

(2019 年）調

査の企画時

期までに結

論を得る。 

◎ 国民生活基礎調査における調査単位区

の設定に係る準備調査等の在り方等につ

いて、調査業務全般の効率化や調査方法の

改善を図る観点から検討する。 

厚生労働

省 

平成 31 年

(2019 年）調

査の企画時

期までに結

論を得る。 

◎ 国民生活基礎調査のオンライン調査に

ついて、非標本誤差の縮小に向けた取組結

果等も踏まえつつ、その導入可能性を引き

続き検討する。 

厚生労働

省 

平成 31 年

(2019 年）調

査の企画終

了後に実施

する。 

◎ 国民生活基礎調査における推計方法の

検討状況や結果精度等について、情報提供

の一層の充実を図る。 

厚生労働

省 

平成30年度

(2018 年度）

から実施す
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る。 

◎ 人口動態調査の外国人が一定規模以上

居住する市区町村における市区町村別の

外国人集計について、集計可能性を検討す

る。 

厚生労働

省 

可能な限り

早期に結論

を得る。 

◎ 人口動態統計における調査票情報の提

供について、テキスト形式による提供を開

始する。 

厚生労働

省 

平成 30 年

(2018 年）調

査から実施

する。 

◎ 人口動態調査について、作成事務の更な

る効率化に向けたオンライン報告システ

ムの機能追加・改修に引き続き取り組む。 

厚生労働

省 

平成31年度

(2019 年度）

中に実施す

る。 

(2) 教育や

就 業 等 の

実 態 を よ

り 的 確 に

捉 え る 統

計の整備 

◎ 学校基本調査の幼保連携型認定こども

園における非常勤職員の把握について、厚

生労働省の協力を得て、社会福祉施設等調

査の調査結果を活用した統計を作成・提供

するとともに、それに伴う把握時期等の留

意事項も併せて提供する。 

文部科学

省 

平成30年度

(2018 年度）

調査から実

施する。 

◎ 学校基本調査の休職等教員数における

休職等理由区分の結核を削除する。 

 

 

文部科学

省 

平成30年度

(2018 年度）

調査から実

施する。 

◎ 学校基本調査の休職等教員数における

休職等理由区分に介護休業の追加等の見

直しを実施する。 

文部科学

省 

平成31年度

(2019 年度）

調査から実

施する。 

◎ 学校基本調査における中学校卒業者の

就業状況について、「統計調査における労

働者の区分等に関するガイドライン」との

整合性にも留意した上で、雇用契約期間

（無期・有期）別に把握する。 

文部科学

省 

平成30年度

(2018 年度）

調査から実

施する。 

◎ 学校基本調査における中学校以外の学

校種の就業状況について、順次調査項目を

見直し、「統計調査における労働者の区分

等に関するガイドライン」との整合性・学

校種間の一体性を確保する。 

文部科学

省 

平成31年度

(2019 年度）

調査から順

次実施し、

遅くとも平

成 32 年度
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(2020 年度）

調査までに

実施する。 

◎ 学校基本調査における幼保連携型認定

こども園に係る調査事項について、厚生労

働省が実施している社会福祉施設等調査

との重複是正を検討する。 

文部科学

省 

遅くとも平

成 32 年度

(2020 年度）

調査の企画

時期までに

結 論 を 得

る。 

◎ 学校基本調査の調査統計システムにつ

いては、次期システム更新に向けて、調査

項目の追加等があった場合に柔軟に改修

可能なシステムへの変更を検討する。 

文部科学

省 

平成30年度

(2018 年度）

から実施す

る。 

○ 21 世紀出生児縦断調査（平成 13 年出生

児）について、学校教育や奨学金等の施策

ニーズを踏まえた調査事項を検討すると

ともに、報告者規模の維持、代表性の検証、

回答精度の向上等に努める。 

文部科学

省、厚生

労働省 

平成30年度

(2018 年度）

から実施す

る。 

◎ 学校保健統計調査について、報告者の負

担抑制や政策ニーズとユーザーニーズに

も配慮しつつ、調査方法、標本設計や統計

作成の対象とする調査項目を改善すると

ともに、基礎データの収集・保管等を含め

た調査計画の積極的な改善を図るため、教

育・医学関係の有識者や調査関係者等から

構成される研究会を立ち上げ、現場の意見

を反映した検討を実施し、本調査の改善を

実現する。 

文部科学

省 

可能な限り

早期に実施

する。 

◎ 社会教育調査における関係主体ごとの

収入・費用構造の把握について、地方公共

団体における財務書類等の整備状況の進

展を踏まえ、実施可能性を検討する。 

文部科学

省 

平成33年度

(2021 年度）

調査の企画

時期までに

結 論 を 得

る。 

◎ 社会教育調査における社会教育施設の

利用者側の状況を把握する調査項目の追

加について、調査負担に対する社会教育関

文部科学

省 

平成33年度

(2021 年度）

調査の企画
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係者の理解を得るよう努めるとともに、検

討を促進する。 

時期までに

結 論 を 得

る。 

〇 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導

上の諸課題に関する調査について、更なる

客観性及び比較可能性の向上を目指し、引

き続き調査の改善に取り組む。 

文部科学

省 

平成30年度

(2018 年度）

から実施す

る。 

(3) 働き方

の 変 化 等

を よ り 的

確 に 捉 え

る 統 計 の

整備 

 

◎ 労働力調査の「従業上の地位」に係る選

択肢の変更前後に生じる差異等に関する

情報について、ウェブサイト等における提

供の充実を図る。 

総務省 平成30年度

(2018 年度）

から実施す

る。 

◎ 労働力調査の未活用労働に関する各指

標に関する情報について、国際比較の観点

にも留意し、諸外国の状況と比較・分析し

た情報と合わせて、ウェブサイト等におい

て提供する。 

総務省 平成30年度

(2018 年度）

から実施す

る。 

◎ 労働力調査及び毎月勤労統計調査につ

いて、両調査の調査方法や調査事項の相違

点を整理した上で、集計表における労働者

区分や用語の対応関係等を両調査のウェ

ブサイト等において明確にするとともに、

利用者の利便性向上に向け、両統計の活用

に資する有用性の高い情報の提供等に関

して具体的な方策を検討し、情報提供の充

実に努める。 

総務省、

厚生労働

省 

平成30年度

(2018 年度）

から実施す

る。 

◎ 就業構造基本調査について、平成 29 年

（2017 年）調査の検証結果も踏まえ、就業

に与える育児・介護の影響をより的確に把

握するための調査事項の在り方を検討す

る。 

総務省 平成 34 年

(2022 年）調

査の企画時

期までに結

論を得る。 

◎ 就業構造基本調査について、平成 29 年

（2017年）調査におけるオンライン調査拡

大による効果等を検証した上で、更なるオ

ンライン調査の促進に向けて検討する。 

総務省 平成 34 年

(2022 年）調

査の企画時

期までに結

論を得る。 

◎ 賃金構造基本統計について、毎月勤労統

計との比較に関する技術的な検討や、その

検討結果を踏まえた試算及び非回答の事

厚生労働

省 

平成30年度

(2018 年度）

から実施す
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業所の偏りによる非標本誤差の分析等を

実施し、統計利用者に本調査の特徴を含め

た情報を提供する。 

る。 

◎ 賃金構造基本統計調査における匿名デ

ータの提供について、政府全体での検討状

況も踏まえ、匿名データ化の手法が確立し

ている世帯調査の手法を準用できる可能

性のある個人票の提供を優先的に検討す

る。 

厚生労働

省 

平成30年度

(2018 年度）

から実施す

る。 

◎ 賃金構造基本統計調査について、調査の

効率化に向けた調査方法の見直し及び公

表の更なる早期化、回収率の向上策、調査

対象職種の見直しや学歴区分「大学・大学

院卒」、「高専・短大卒」の細分化について、

試験調査の実施等により見直しの影響を

検証しつつ検討する。また、回収率を考慮

した労働者数の推計方法の変更や、オンラ

イン調査導入に合わせ、抽出された事業所

内の全労働者を調査することについての

検討を進める。 

厚生労働

省 

平成 32 年

(2020 年）調

査の企画時

期までに結

論を得る。 

◎ 船員労働統計調査（第一号調査）につい

て、平成 30 年度（2018 年度）調査から適

用する標本設計の改善効果も踏まえ、事業

所を単位とした標本設計の採用を含めた

抜本的な見直しを検討する。 

国土交通

省 

平成32年度

(2020 年度）

までに結論

を得る。 

◎ 船員労働統計調査について、陸上労働者

との比較可能性、労働市場の構造的変化や

統計利活用ニーズを踏まえ、報告者の負担

軽減にも配慮した行政記録情報の活用、他

統計との統合や一般統計調査化を含め、基

幹統計・基幹統計調査の在り方に関する抜

本的な検討を早期に開始する。また、この

結論を得るまでの間も、①調査対象者及び

調査項目追加の実現可能性、②集計事項の

充実、③既存調査項目の在り方、④調査体

系の見直しなど、現行調査の改善を実施す

る。 

国土交通

省 

基幹統計・

基幹統計調

査の在り方

に関する抜

本的な検討

は、平成 32

年 度 (2020

年度）まで

に結論を得

る。この結

論を得るま

での間も、

現行調査の
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改善を順次

実施する。 

(4)農林水産

関連施策の

推進を図る

ための統計

整備 

◎ 農林業センサスについて、組織経営体の

労働力を家族経営体と統一的に把握する

ことに加え、農業生産関連事業に関する労

働力や青色申告の実施状況の把握などを

検討する。 

農林水産

省 

 

2020 年農林

業センサス

の企画時期

までに結論

を得る。 

◎ 農業経営統計調査について、担い手層の

経営収支等のデータの充実を図るため、家

族経営体の小規模層の標本数を削減し、家

族経営体の大規模層及び組織経営体へ重

点化することや、家族経営体において「営

業利益」等企業会計と同様に捉えることな

どを検討する。 

農林水産

省 

平成 31 年

(2019 年）調

査の企画時

期までに結

論を得る。 

○ 漁業経営調査について、担い手層の経営

収支等のデータの充実を図るため、個人経

営体の小規模層の標本数を削減し、個人経

営体の大規模層及び会社経営体へ重点化

することや、個人経営体において「営業利

益」等企業会計と同様に捉えることなどを

検討する。 

農林水産

省 

平成 31 年

(2019 年）調

査の企画時

期までに結

論を得る。 

○ 食品流通段階別価格形成調査について、

青果物及び水産物の多様な価格形成の実

態を明らかにするため、（産地）卸売市場

を経由しない流通の把握などを検討する。 

農林水産

省 

次 回 調 査

（平成30年

度 (2018 年

度）予定）の

企画時期ま

でに結論を

得る。 

○ 木材流通構造調査について、木材の流通

段階別の入荷先ごと及び出荷先ごとの状

況等のデータに関して、数量だけでなく、

新たに金額を把握することなどを検討す

る。 

農林水産

省 

次 回 調 査

（平成30年

度 (2018 年

度）予定）の

企画時期ま

でに結論を

得る。 
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◎ 2015年農林業センサスのうち、法人形態

の農林業経営体の調査結果について、平成

28 年（2016 年）経済センサス‐活動調査

の結果を利用し、他産業からの農業への参

入状況や、農林業と農林業以外の産業との

連携状況等を把握・分析するための統計作

成に向けた検討を推進する。 

農林水産

省 

平成31年度

(2019 年度）

までに結論

を得る。 

◎ 農業経営統計調査の調査対象区分につ

いて、様々な形態の経営体における農業構

造の実態をより正確かつ的確に把握する

ため、有識者へのヒアリングや他調査の結

果等を活用して多方面から見直しに向け

た検討を行う。 

農林水産

省 

平成 34 年

(2022 年）調

査の企画時

期までに結

論を得る。 

◎ 農業経営統計調査の調査事項である「ほ

場間の距離」及び「団地への平均距離」に

ついて、平成 30 年度（2018 年度）に取り

まとめる「平成 29 年産」以降の調査結果

と生産コストとの関係性を分析・精査した

上で、本調査事項の見直しの必要性を検討

する。 

農林水産

省 

平成 34 年

(2022 年）調

査の企画時

期までに結

論を得る。 

◎ 作物統計調査の主産県調査対象品目に

ついて、主産県と非主産県の作付面積と収

穫量の増減割合の比較等の検証・検討を実

施した上で、主産県と非主産県の動向が著

しく異なる検証結果が得られた場合、他の

推計方法の採用を検討するなど推定値の

精度向上を図る。 

農林水産

省 

全国調査を

実施したも

のから順次

実施する。 

◎ 木材統計調査については、燃料用チップ

等を含めた木材の消費・生産から流通・加

工までの一貫した情報の提供に向け、木材

流通統計調査や他の木材関連調査等から

得られる結果を含めた総合的な統計表の

作成・提供について、森林・林業施策の利

活用及びユーザーニーズを踏まえつつ、検

討に着手する。 

農林水産

省 

 

平成30年度

(2018 年度）

から実施す

る。 
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(5) 環境・エ

ネ ル ギ ー

関 連 施 策

の 展 開 を

図 る た め

の 統 計 整

備 

○ 廃棄物等循環利用量実態調査について

は、更なる精度向上に向け、廃棄物等の把

握方法の精緻化について引き続き検討す

る。 

環境省 平成30年度

(2018 年度）

から実施す

る。 

○ エネルギー消費統計について、時系列安

定化やデータの精緻化のための各種見直

しの効果の持続性等の検証を行うととも

に、基幹統計化についての結論を得ること

をはじめとして、産業・業務部門のエネル

ギー消費に関する統計の体系的な整備の

促進を図る。 

資源エネ

ルギー庁 

平成34年度

(2022 年度）

までに結論

を得る。 

(6) 交通関

連 施 策 に

必 要 な 統

計の改善  

◎ 自動車輸送統計調査について、精度向上

を図る観点から、平成 29 年度（2017 年度）

に実施する予備的調査、他の輸送統計及び

行政記録情報の活用も含めて分析・検討を

促進し、新たな調査手法による調査を開始

する。また、公表の早期化やニーズに応じ

た公表事項の充実、品目別輸送量の数値の

安定化方策等について検討し、早期に結論

を得る。 

国土交通

省 

平成32年度

(2020 年度）

から実施す

る。 

◎ 港湾調査について、オンライン調査や行

政記録情報の活用等を一層推進し、主要港

湾等に限定した速報値を公表することも

含め、公表時期の更なる早期化に努める。

また、ＮＡＣＣＳ（注26）データのデータ項目

の追加等の整備状況を踏まえつつ、その更

なる利活用について検討を促進するとと

もに、ニーズに即した集計事項の充実につ

いても検討に着手する。 

国土交通

省 

平成30年度

(2018 年度）

から実施す

る。 

(7) 不動産

関 連 統 計

の改善・体

系的整備 

◎ ５年ごとに実施する法人土地・建物基本

調査とその中間年に実施する土地動態調

査について、不動産登記情報の公開の在り

方などの検討動向を注視しつつ、不動産登

記情報の活用の可能性や、フローとストッ

クの情報を地域別に把握することも含め、

法人における土地の所有・利用構造をより

的確に把握する調査を効率的に実施する

国土交通

省 

平成 35 年

(2023 年)法

人土地・建

物基本調査

の企画時期

までに結論

を得る。 

                                                  
（注26） 輸出入・港湾関連情報処理システム（Nippon Automated Cargo and Port Consolidated System）  
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方向で検討を促進する。 

○ 我が国の土地所有及び利用状況の全体

像を把握するため、土地基本調査の作成方

法の充実に向け、関係府省とも連携し、解

決すべき課題を整理・検討する。 

国土交通

省 

 

平成30年度

(2018 年度）

から実施す

る。 

(8) 観光施

策 の 推 進

に 必 要 な

統 計 の 改

善・充実 

 

○ 既存の観光統計を用いて作成している

地域観光統計について、観光統計を体系的

に整備する観点から、平成 30 年（2018 年）

1-3月期分から公表する都道府県別の旅行

者数・旅行消費額の推計結果を検証した上

で、推計手法の改善に取り組む。また、地

域観光統計の精度向上に向け、民間データ

等の活用の可能性も含め、関連統計の改善

を図るとともに、クルーズ船利用の拡大等

旅行者の旅行形態の変化に対応した統計

の改善について検討する。 

観光庁 平成30年度

(2018 年度）

から実施す

る。 

○ 宿泊旅行統計調査及び旅行・観光消費動

向調査について、上記観光統計の体系的整

備の進捗状況も踏まえ、基幹統計化に係る

結論を得る。 

観光庁 平成34年度

(2022 年度）

までに結論

を得る。 

○ 訪日外国人消費動向調査の都道府県別

表章結果について、精度検証を実施した上

で、必要な改善についての結論を得る。 

観光庁 平成34年度

(2022 年度）

までに結論

を得る。 

３ グローバ

ル 化 に 対

応 し た 統

計整備・国

際 協 力 等

の推進 

○ ＳＤＤＳプラスについて、未対応となっ

ている四半期の部門別バランスシート、一

般政府収支及び一般政府債務の公表に向

け、引き続き関係省庁等の協力を得つつ検

討し、対応可能な全項目での公表を実現す

る。 

財務省、

内閣府 

平成 33 年

(2021 年）４

月までに実

施する。 

○ 統計委員会や各府省との連携を図り、Ｓ

ＤＧｓのグローバル指標の対応拡大に取

り組む。 

内 閣 官

房、総務

省 

平成30年度

(2018 年度）

から実施す

る。 
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◎ 社会保障費用統計について、ＯＥＣＤ基

準に加え、財源の国際比較が可能となるＥ

Ｕ（ＥＳＳＰＲＯＳ）基準に準拠した統計

の作成について、ＥＵ統計局及び関係府省

の協力を得て検討し、提供を開始する。 

厚生労働

省 

平成34年度

(2022 年度）

までに実施

する。 

◎ 社会保障費用統計について、国際基準に

準拠した地方公共団体の社会保障支出の

総合的な把握に向け、社会保障関係費用に

関する調査結果の活用や、単価に基づく推

計等を検討し、改善を図る。 

厚生労働

省 

平成34年度

(2022 年度）

までに実施

する。 

○ 輸出入行動を当該企業の企業特性（外資

比率等）と関連付けた新たな統計の作成に

ついて、事業所母集団データベースと貿易

統計データベースにおける法人番号の登

録状況を踏まえた収録情報の接続の可能

性や、個別企業の情報が識別されることが

ないか等といった観点の検討も含め、その

作成可能性を検証・検討する。また、貿易

統計について、ユーザーニーズも踏まえつ

つ、情報提供を充実するなど、引き続き利

便向上に努める。 

財務省、

総務省 

平成30年度

(2018 年度）

から実施す

る。 

○ 海外事業活動基本調査について、政府に

おける行政記録情報の提供環境を整える

ための方策の検討状況を踏まえ、その母集

団名簿の適切な作成に向け、行政記録情報

である外国為替及び外国貿易法（昭和 24

年法律第 228 号）の届出情報（企業名、住

所等）等の活用方策について検討し、可能

な限り早期に結論を得る。 

経済産業

省 

平成30年度

(2018 年度）

から実施す

る。 

○ 統計委員会の知見も活用しつつ、①国際

会議・専門家会合等への積極的な参加・情

報発信、②国際機関等への統計専門家の経

常的な派遣、③発展途上国等を中心とする

諸外国からの統計に関する政府職員の受

入れ、④国際連合アジア太平洋統計研修所

（ＳＩＡＰ）の運営に対する協力等の取組

を一層充実し、国際貢献の強化を図る。 

各府省 平成30年度

(2018 年度）

から実施す

る。 
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○ 統計に関する国際比較可能性の更なる

向上を図る観点から、統計委員会を中心に

各府省間の連携を図り、国際機関への情報

発信や国際機関における統計関係の議論・

調整状況などに関する情報共有を強化す

る。 

総務省、 

各府省 

平成30年度

(2018 年度）

から実施す

る。 

（注） 「具体的な措置、方策等」欄について、基幹統計に係る事項を「◎」とし、そ

の他の公的統計に係る事項を「○」とした。 
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「第３ 公的統計の整備に必要な事項」部分 

項 目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

１ 統計作成

の効率化及

び報告者の

負担軽減 

(1) 行政記録

情報等及び

民間企業等

が保有する

ビッグデー

タ等の活用 

 

〇 ＰＯＳデータ、人流データ、ＳＮＳデー

タなど民間データの活用に係る先行事例

があるデータ又は優先度の高いデータ等

（行政記録情報等を含む。）を選定して、

各府省の協力により集中的に協議するこ

とにより、利活用上の各種課題の解決や、

優良事例等を積み上げて公表するための

産官学連携による会議を開催し、データ

の保護や取得等の状況にも留意しつつ、

各府省と地方公共団体・民間企業等の間

における統計的分析や統計作成目的によ

るデータ等の相互利活用を推進する。 

総務省、

各府省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 統計的分析や統計作成目的によるビッ

グデータ等の利活用を推進するため、各

府省におけるビッグデータ等の統計への

活用実態を把握するとともに、可能な限

り地方公共団体・民間企業等における国

の統計データやビッグデータ等の効果的

な利用状況の把握に努め、定期的にこれ

らの情報を各府省に提供することで各府

省による利活用の横展開を促すととも

に、上記の会議に報告する。 

総務省、

各府省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

ア 行政記

録情報等

の活用 

○ 各府省と連携し、行政記録情報等の統

計作成への活用に係る実態調査の更なる

充実を図った上で、定期的に実施し、その

結果をホームページに掲載するととも

に、府省間の情報共有の充実を図る。ま

た、業務統計を作成する府省においては、

原則として当該統計をｅ－Ｓｔａｔ等で

公表するとともに、ユーザーニーズを踏

まえつつ、提供情報の充実に努める。 

総務省、

各府省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 行政記録情報の活用を図ることによ

り、より正確な景気動向把握や長期的な

経済動向の分析に努める。特に、所得に関

する税情報については、賃金動向等の把

握のための補完的な情報として活用を図

ることを視野に本格的に研究を行う。 

内閣府、

財務省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 
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○ 統計委員会を中心に情報の共有や府省

間の連携を強化しつつ、行政記録情報等

の統計作成への活用を通じた研究・検討

を推進する。行政記録情報等の統計作成

への活用の推進に当たっては、報告者の

同意を得た行政記録情報の転用事例、企

業等内の既存データの提供を求める事例

等を把握し、報告者側の実態や意見も勘

案しつつ、各府省への展開を図る。 

総務省、

各府省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

イ 民間企

業等が保

有するビ

ッグデー

タの活用 

○ ビッグデータを用いた新たな景気動向

の把握のため、ＰＯＳデータをきめ細か

く分析に利用する手法の開発に向けた検

討を行う。また、物流データを活用した地

域間の移出入の動向把握に向けて、調査

機関と連携して研究を進める。 

内閣府 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ ビッグデータを活用した経済指標の開

発に当たっては、景気動向把握の向上に

資するよう考慮するとともに、ＰＯＳデ

ータ、人流データ、ＳＮＳデータ等を用い

て、既存統計で把握できていない経済活

動の把握に努める。また、各府省における

ビッグデータの効率的な活用を推進する

ため、関係府省の取組状況や企業等から

のデータ提供の在り方、データの品質確

保、専門人材の育成等について、統計委員

会を中心に定期的な情報共有を図る。 

総務省、

関係府省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

(2) オンライ

ン調査の推

進 

 

○ 「オンライン調査の推進に関する行動

指針」に基づき、統計調査の企画に当たっ

ては、オンライン調査の導入を検討する

とともに、導入後も、モバイル機器携帯型

端末の活用を含めた改善や回答率の向上

を図る。 

各府省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ ＩＣＴの普及状況を踏まえつつ、「政府

統計オンライン調査総合窓口」の機能改

善・拡充等を推進する。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

(3) 報告者の

負担軽減・

〇 ＥＢＰＭ推進委員会が実施する統計ニ

ーズの提案募集の取組と連携しつつ、統

総務省、

各府省 

平成30年度

(2018年度)
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統計ニーズ

の把握 

 

計作成に関する報告者の負担等に関する

声（提案）を経常的に募集する。また、当

該募集により把握した提案や統計調査の

実施等に当たり各府省が収集した報告者

の声（提案）や統計ニーズについて、各府

省と連携して対応方策を作成・公表する

とともに、統計委員会を中心に毎年定期

的にその対応状況のフォローアップを実

施する。なお、地方公共団体、独立行政法

人等や民間企業等による各種調査やアン

ケート調査等との重複等に係る内容につ

いては、必要に応じて総務省において、統

計委員会の意見も踏まえつつ当該関係者

への情報提供や連絡等を行う。 

から実施す

る。 

○ 所管統計調査の設計に当たっては、報

告者の声、府省内外の統計ニーズを別途

把握するとともに、これまでに募集・把握

した報告者の声や統計ニーズも踏まえる

ことにより、報告者の負担軽減や統計ニ

ーズへの的確な対応を図ることに加え、

各府省の政策立案過程総括審議官等に、

必要なデータの有無や所在を確認し、報

告者の負担軽減及び調査事務の簡素化を

図る。 

各府省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

２ 統計の品

質確保 

(1) 統計基準

の整備及び

統計間の比

較可能性向

上 

ア 統計基

準の整備 

○ 日本標準産業分類の次期改定と併せ

て、法人番号と事業所母集団データベー

スとの照合により追加される企業等の確

認結果や、企業等の活動実態や実査可能

性等を踏まえつつ、専従の役員・労働者等

が存在しない法人等に関する日本標準産

業分類上の整理に取り組む。 

総務省 日本標準産

業分類の次

期改定（平成

35年度(2023

年度））に向

けて実施す

る。 

イ 統計間

の比較可

能性向上 

○ 統計間の比較可能性や再集計機能の向

上を図るため、各府省と連携し、地域ブロ

ックの結果表章に係る標準的な区分の在

り方について検討を進め結論を得るとと

もに、年齢、事業所規模などの結果表章に

総務省、

各府省 

地域ブロッ

クについて

は平成30年

度 (2018 年

度 ) 末 ま で
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係る標準的な区分の在り方についても現

状の更なる精査を行った上で検討を進め

結論を得る。また、各府省は、個々の調査

の特性や精度に留意しつつ、この結論に

のっとった対応に努める。 

に、それ以外

については

31年度(2019

年度)以降順

次、結論を得

て、それを踏

まえ順次実

施する。 

(2) 民間委託

された統計

調査の品質

確保・向上 

 

○ 「統計調査における民間事業者の活用

に係るガイドライン」に基づき、委託業務

仕様書の見直しや、プロセス管理の徹底

を図るとともに、事後的な検証を含めた

情報共有を通じ、民間委託された業務の

更なる品質確保・向上に着実に取り組む。 

各府省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 統計調査の民間委託について、関係府

省の協力を得て、複数年契約の推進等に

ついて検討するとともに、民間委託にお

ける優良事例等を取りまとめ、情報共有

する。 

総務省、

関係府省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

(3) 統計に共

通する課題

の研究・各

府省等への

支援 

○ 「各府省統計研究情報フォーラム」を活

用した情報共有について、各府省におけ

る調査研究の実施予定も対象にするな

ど、統計委員会を中心に取組の充実・強化

を図る。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 各府省及び地方公共団体からのニーズ

を踏まえ、引き続き統計技術的な課題解

決に向けた研究に取り組み、その研究成

果を統計業務に活用することにより、各

府省及び地方公共団体を支援する。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ ビッグデータの特性把握や偏り是正等

ビッグデータの利用に関する高度な統計

技術の研究開発に引き続き取り組む。ま

た、匿名化などの適切なデータの補正、デ

ータ保管・利用に関する信頼性の確保、デ

ータの品質確保などについて、各府省に

対する技術的な支援の充実に努めるとと

もに、ビッグデータの分析事例や活用事

例に関する研修を実施する。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 
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○ 時々の技術動向を踏まえつつ、情報収

集方法の高度化に関する研究に引き続き

取り組む中で、無作為抽出により行った

調査員調査の結果とモニター調査など別

の手法により行った調査の結果との統合

推計などの研究を推進し、統計調査員業

務の重点化に活用する。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

(4) 統計棚卸

し・品質管

理の推進等 

ア 統計棚

卸し等 

○ 統計に関する官民のコストの削減計画

を策定することにより、統計に関する官

民コスト（作業等に要する時間コストの

合計。追加的に発生するコストは対象外）

を、３年間で２割削減するとともに、その

取組状況を毎年フォローアップし、その

結果を公表する。 

各府省、

総務省 

平成32年度

(2020年度)

末までに実

施する。 

○ 各府省と連携して、個別統計に関し、必

要に応じ統計研究研修所も活用しつつ、統

計精度検査を計画的に実施するとともに、

平成29年度（2017年度）に実施した統計精

度検査結果への対応状況も含めフォロー

アップする。 

総務省、

各府省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

イ 品質管

理の推進

等 

○ 「公的統計の品質保証に関するガイド

ライン」を踏まえ、統計の品質保証活動に

引き続き取り組み、所管統計・統計調査の

改善を図るとともに、公的統計への理解

と活用を一層推進するため、作成過程の

更なる透明化に努める。 

各府省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

３ 統計の利

活用促進・

環境改善 

(1) 調査票情

報等の提供

及び活用の

推進 

○ 調査票情報等の管理に当たり、調査票

情報等のデータ形式や調査票情報等を活

用する上で必要な情報（メタデータ）の保

存・管理の在り方を検討した上で、調査票

情報等の管理等の委託に関するガイドラ

インを定める。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

末までに実

施する。 

○ 政府共通の基盤として、調査票情報や

匿名データ、メタデータ等の一元管理を

行う中央データ管理施設並びに調査票情

報等の提供及び活用に関するポータルサ

イトについて、独立行政法人統計センタ

ーと協力して整備を進める。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 
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○ 調査票情報の提供についてオンサイト

利用を中心とした利用形態への移行を視

野に、独立行政法人統計センターと協力

し、オンサイト利用の全国的な展開に向

け、利用拠点及び利用可能な統計調査の

段階的な拡充を図るとともに、これらの

取組状況を踏まえて調査票情報等の利用

形態の在り方について検討する。加えて、

利用可能な行政記録情報について、統計

的な利活用を行うために必要なシステム

基盤について整備を進める。   

総務省、

各府省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 総務省におけるオンサイト利用の運用

状況を踏まえつつ、所管統計調査の調査

票情報等のデータ提供等について、独立

行政法人統計センターへの調査票情報等

の提供事務や管理事務の委託を進めるな

ど、オンサイト利用の推進に向けた取組

を行う。 

各府省、

総務省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 統計法令の改正状況を踏まえつつ、オ

ーダーメード集計及び匿名データの提供

に関する利用要件の緩和を進めるため、

ガイドラインの改正など必要な環境整備

を行う。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ オーダーメード集計について、利用者

の利便性等の向上のため、利用に当たっ

ての要件、作成可能な集計表、費用等に関

する情報について、具体例を示しつつホ

ームページに掲載するなど利用に関する

更なる情報提供に取り組む。 

各府省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ オーダーメード集計に関し、より利便性

の高い提供方式であるオンデマンド集計

の導入について検討を行い、結論を得る。 

総務省 平成31年度

(2019年度)

末までに実

施する。 

○ 匿名データについて、統計研究研修所

の支援を受け、より広い範囲の者が利用

できるようにする形での提供に向け 、必

要な法制面、技術面からの検討を踏まえ、

早期の提供を検討する。 

総務省 平成31年度

(2019年度)

末までに実

施する。 
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○ 匿名データやオーダーメード集計につ

いて、ユーザーニーズ等を考慮しつつ、提

供する統計調査の種類や年次の追加等を

行う。 

各府省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 調査票情報を利用した研究成果につい

て、各府省及び研究者からの報告を受け、

ｅ－Ｓｔａｔとの連携を図りつつ、一元

的に閲覧可能な環境を整備するととも

に、研究成果の一覧表示や検索機能など

の閲覧者の利便性を図る取組を行う。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

末までに実

施する。 

(2) 政府統計

共同利用シ

ステム等に

よる統計デ

ー タ の 共

有・提供の

推進 

○ 一般統計調査の結果、業務統計及び加

工統計を含め、所管する統計データをｅ

－Ｓｔａｔに登録する。また、機械判読可

能な形式でのデータ提供の拡充、統計表

の集約的な公表、ＡＰＩ機能でのデータ

利用が可能となる統計情報データベース

へのデータ登録を計画的に実施する。な

お、総務省は、各府省への統計データ登録

に係る周知の徹底や、各府省による統計

データ登録業務を引き続き支援すること

に加え、各府省と連携を図りつつ調査票

情報の保存形式の共通化等を進め、統計

データ登録業務の効率化を図る。 

各府省、

総務省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ ｅ－Ｓｔａｔについて、高度利用のた

めの機能改善や強化、統計作成において

使用している行政記録情報に関する項目

検索機能の追加など、ユーザーニーズを

把握し、これを踏まえた機能強化を引き

続き推進する。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 海外の政府や国際機関の統計サイトの

利便性や操作性などの情報を収集し、有

用な機能を取り入れることにより、ｅ－

Ｓｔａｔの利便性の向上を図る。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 総務省と連携して、調査の概要や地域

区分、分類項目・集計項目一覧などの統計

を利用する際に必要な情報をｅ－Ｓｔａ

ｔに登録する。 

各府省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

(3) 統計リテ ○ 統計教育の内容等を改善することとし 総務省 平成30年度
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ラシーの向

上 

た中央教育審議会答申やこれを踏まえた

学習指導要領の改訂を踏まえ、これまで

の取組（無料学習サイト・教材等の開発、

教員向けコンテンツ等の提供等）を更に

充実するとともに、教員の指導力向上や

児童・生徒の統計への興味喚起を目的に、

教育者向けセミナーや児童・生徒向け講

座をより積極的に開催する。また、地方公

共団体による小中学校向け授業等の取組

と連携し、成功事例等の情報提供及び横

展開を行う。 

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 関係府省と連携しつつ、データサイエン

スと関連の深い高等教育機関と連携・協力

し、大学生や社会人向けの講義や講座の提

供を充実するとともに、連携・協力を行う

高等教育機関の質・量の拡大を図る。また、

関係府省と連携し、産業界が要望するデー

タ分析スキルを有する人材の育成のため、

専門職大学院等に講師を派遣する。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 統計調査員の活動環境の改善を図る観

点から、小・中・高校等の段階別に統計調

査の必要性や法的位置付け、調査票情報

等を保護するための措置、統計調査員の

役割等を説明した教材の作成・提供を行

う。また、統計教育や学生調査員任用に取

り組んでいる大学の事例紹介を通じ、今

後同様の取組実施を希望する大学と都道

府県との連携を促進する。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

(4) 報告者の

理 解 の 増

進・公平感

の確保 

○ 経済産業省の協力を得て、経済センサ

ス‐活動調査を念頭にしつつ、統計法以

外の法令に基づき実施されている立入検

査等の事例も参考とし、統計法第 15 条に

基づく立入検査等を積極的に行っていく

べき統計調査や、対象となる客体、必要な

検査手順等の更なる具体化について、結

論を得る。これを踏まえ、平成 33 年（2021

年）経済センサス‐活動調査において、立

入検査等を積極的に行っていくための実

総務省、

経済産業

省 

平成 33 年

(2021 年)経

済センサス

‐活動調査

の企画時期

までに結論

を得る。 

また、実務的

な方策につ

いて、同調査
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務的な方策について検討し、結論を得る。 の実施時期

までに結論

を得る。 

○ 他の基幹統計調査における立入検査等

の積極的な実施を促すため、平成 33 年

（2021 年）経済センサス‐活動調査にお

ける立入検査等の実施状況を踏まえ、立

入検査等の問題点の把握や事例の分析等

を行い、これを関係府省で共有するなど

の取組を行う。 

総務省 平成 34 年度

(2022 年度)

末までに実

施する。 

〇 共同住宅内における統計調査を円滑に

実施するため、関係府省の協力を得て、地

方公共団体とも連携しつつ、マンション

管理関係団体等からの統計調査に係る意

見・要望・問合せ等に対応するための国側

の窓口を総務省に設置することや、マン

ション管理関係団体等との定期的な意見

交換を行うことなどにより、マンション

管理関係団体等との連携強化を図る。 

総務省、

関係府省 

平成 30 年度

(2018 年度)

から実施す

る。 

○ 引き続き「統計調査に対する国民の理解

増進のための行動指針」に基づく取組を推

進し、統計調査の必要性・重要性や罰則規

定を含めた報告義務の周知など、報告者に

対する広報の充実・強化に取り組むことと

し、その一環として、「調査のお知らせ」等

の調査通知情報やホームページ等に記載

している報告義務や罰則規定の周知内容

について、当該統計の利活用事例等を組み

合わせるなど、国民にとって分かりやすい

内容にするための見直しを行う。また、地

方公共団体などの統計調査実施機関にお

ける非報告者への対応に係る取組や広報

の成功事例等の横展開を図る。 

各府省、

総務省 

平成 30 年度

(2018 年度)

から実施す

る。 

(5) 大規模災

害発生時等

の備え 

○ 「大規模災害が発生した場合に関する

対応指針」に基づき、行動計画のひな形を

参考にしつつ、速やかに行動計画の策定

に取り組むとともに、総務省が中心とな

って、各府省の行動計画の策定状況の把

各府省、

総務省 

平成 30 年度

(2018 年度)

から実施す

る。 
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握や情報共有を行い、取組の推進を図る。 

４ 統計リソ

ー ス の 確

保・統計人

材の育成 

(1) 統計リソ

ースの計画

的な確保及

び再配分・

最適配置等 

ア 統計リ

ソースの

計画的な

確保及び

再配分・

最適配置 

 

○ 国民経済計算を軸とした経済統計の改

善や、ユーザーの視点に立った統計シス

テムの再構築と利活用促進などの実現に

必要な統計リソースについて、既存の統

計リソースの有効活用を図るとともに、

計画的に確保する。 

各府省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 統計リソースの確保及び有効活用のた

め、統計委員会を中心に統計リソースを

集中すべき重点分野を定める。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 統計リソースの確保及び活用に関する

他府省と共有すべき新たな技術や有効な

取組などについて、統計委員会等を通じ、

引き続き情報共有を図るとともに、先例

となるべき新たな取組、業務の見直しな

どに関する推奨事例の横展開に取り組

む。 

総務省、

各府省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 調査票情報等の提供及び活用、政府統

計共同利用システムを通じた情報提供機

能の強化等に中核的な役割を担うことが

期待されている独立行政法人統計センタ

ーについて、引き続き必要なリソースの

確保に努める。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

イ 地方公

共団体と

の連携・

支援 

○ 統計調査の環境改善に向けて、平成30・

31年度（2018・2019年度）に広報啓発や関

係団体等への働きかけの強化、新たな若

手調査員の確保など統計調査の環境改善

対策を中心に、試行的な調査手法の見直

し、高度化等の取組を行う都道府県を対

象に支援を行い、その結果や関係府省、地

方公共団体の意見も踏まえつつ、地域の

実情に応じた統計調査の環境改善のメニ

ューや支援策を策定し、これを活用する

ことによる統計調査の環境改善に向けた

地方公共団体における調査手法の見直し

や高度化等の取組の支援を本格的に実施

する。 

総務省 平成 32 年度

(2020 年度)

から実施す

る。 
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○ 関係府省と連携して、地方公共団体の

実情や利活用ニーズ等を踏まえつつ、都

道府県別表章の充実に向けた上乗せ調査

などの技術面での支援や推計・提供方法

等の在り方等の検討・研究を行うなど、地

方公共団体に対する必要な支援・検討等

を進める。 

総務省、

関係府省 

平成 30 年度

(2018 年度)

から実施す

る。 

○ 内閣府が行う物流データを活用した地

域間の移出入の動向把握に向けた研究の

進捗状況を踏まえ、地方公共団体の統計

分析等への活用可能性について検討を行

う。 

総務省 平成 30 年度

(2018 年度)

から実施す

る。 

○ 地方公共団体におけるニーズを踏まえ

つつ、人事交流時の研修プログラムや人

事交流の手法・留意点等、国における受入

ポストや人事交流の仲介機能の整備な

ど、人事交流の促進に有効と考えられる

方策を整備する。その上で、これらの方策

を活用し、地方公共団体の要望に応じて

柔軟な形で地方公共団体との人事交流の

実施を進めるとともに、その成功・支障事

例等を関係府省・地方公共団体間で共有

し、取組の改善を図る。 

総務省、

関係府省 

平成 30 年度

(2018 年度)

末までに整

備し、その後

実施する。 

○ 国・地方公共団体の統計部門間におい

て、優れた分析事例や推計技術等を情報

共有する方策について、検討し、速やかに

情報共有を行う。 

総務省 平成 30 年度

(2018 年度)

から実施す

る。 

○ 地方公共団体への人的支援等を行う観

点から、地域における大学等の専門家の

活用等に関する先進事例の情報提供や専

門家リストの作成・提供など、大学等と地

方公共団体との連携を強化する。 

総務省 平成 30 年度

(2018 年度)

から実施す

る。 

ウ 統計調

査員の確

保・育成・

支援 

○ 関係府省及び地方公共団体と連携し

て、統計調査員の確保に資すると考えら

れる、学生や生涯学習受講者等の統計調

査員への任用に向けた取組等を行ってい

る地方公共団体の事例を検証し、優れた

取組の情報共有を図る。 

総務省、

関係府省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 
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○ 関係府省及び地方公共団体と連携し

て、統計調査員に対するアンケートの実

施等により、統計調査員の実務状況の研

究・分析を行い、その結果を踏まえ、登録

調査員研修等において、報告者の理解が

得られる分かりやすい説明や、報告を受

けた際の情報保護の徹底等に関する研修

内容の充実を図ることにより、優れた統

計調査員のノウハウの共有等を推進し、

統計調査員の質及び業務に対する自覚を

維持・向上させるとともに、統計調査員に

対する国民の信頼を確保する。 

総務省、

関係府省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 調査員調査におけるオンライン回答率

の向上は、検査事務の軽減など調査員事

務の負担軽減にも資することから、関係

府省や地方公共団体と連携して、統計調

査員のオンライン調査に関する報告者へ

の説明能力等を向上させるため、統計調

査員を対象とした研修内容の充実を図

る。 

総務省、

関係府省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 関係府省の協力を得て、統計調査員の

支援に資するＩＣＴやコールセンター等

を活用した取組状況を把握し、府省間で

情報共有を図るなど、統計調査員に対す

る支援の強化に努める。 

総務省、

関係府省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

(2) 統計人材

の確保・育

成 

 

○ 「ＥＢＰＭを推進するための人材の確

保・育成等に関する方針」にのっとり、統

計部門の人材育成に取り組む。 

各府省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 「ＥＢＰＭを推進するための人材の確

保・育成等に関する方針」にのっとり、統

計調査の実施、統計の作成・提供等に関

し、人材育成上効果的な実務経験を付与

し得る他府省に職員を派遣する。 

各府省、

総務省 

平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 「ＥＢＰＭを推進するための人材の確

保・育成等に関する方針」も踏まえ、将来

的な統計人材の一元的な確保・活用につ

いて検討する。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 
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○ 「ＥＢＰＭを推進するための人材の確

保・育成等に関する方針」にのっとり、統

計委員会を中心に、研究者等にとって魅

力ある勤務環境を整備するとともに、勤

務先の選択肢として認知されるための情

報発信等に取り組むなど、統計部門に若

手研究者等を中長期に渡って円滑に確保

する具体的な方策を検討し、結論を得る。 

総務省、

各府省 

平成30年度

(2018年度)

を目途に結

論を得る。 

○ 集合研修・オンライン研修それぞれの

特徴を踏まえつつ、ニーズが高いオンラ

イン研修を中心に据えた研修体系の整

理・見直しに取り組むとともに、オンライ

ン研修の実施に当たっては、受講者から

の質問等を受け付けられるようにするな

ど双方向性の確保に留意することに加

え、国・地方公共団体における統計の利活

用促進に伴い増加する受講希望者に対応

するため、大量のアクセスに耐え得るよ

うシステムの増強に取り組む。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

○ 統計研究研修所と協力しつつ、高度な

統計技術の研究・開発の成果の活用も含

め、統計業務に従事する職員向けの研修

内容の充実を図るとともに、国・地方公共

団体の職員一般の統計リテラシーの引き

上げ要請を踏まえ、職員一般に広く学習

を求めるべき項目を選定し、基礎項目の

オンライン研修の受講を必修化するな

ど、研修受講機会が拡大・定着するような

取組を進める。また、各府省及び地方公共

団体に対する講師派遣等に向けた具体的

方策を検討し、その実現を図る。 

総務省 平成30年度

(2018年度)

から実施す

る。 

（注） 「第３ 公的統計の整備に必要な事項」については、基幹統計に係る事項を含

む公的統計全般に共通した事項である。 


